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労働者健康福祉機構の評価の視点（案） 
評価シート（１）   

中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 
    

第２ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する

事項 

第１ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき措置 

第１ 国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき措置 

 

    

Ⅰ すべての業務に共通して取り組む

べき事項 

Ⅰ すべての業務に共通して取り組む

べき事項 

Ⅰ すべての業務に共通して取り組む

べき事項 

 

    

業績評価の実施、事業実績の公表等 業績評価の実施、事業実績の公表

等 

業績評価の実施、事業実績の公表等  

    

業績評価を実施し業務運営へ反映

させるとともに、業績評価の結果や

機構の業務内容を積極的に公表し、

業務の質及び透明性の向上を図るこ

と。 

(１) 外部有識者による業績評価委員

会を年２回開催し、事業ごとに事

前・事後評価を行い、業務運営に

反映させる。また、業績評価結果

については、インターネットの利

用その他の方法により公表する。 

(１) 業務の質の向上に資するため、

内部業績評価に関する業績評価

実施要領に基づき、独立行政法人

労働者健康福祉機構（以下「機構」

という。）自ら業務実績に対する

評価を行い翌年度の運営方針に

反映させるとともに、内部業績評

価制度による業務改善の効果に

ついて検証しつつ、制度の定着を

図る。 

また、外部有識者により構成さ

れる業績評価委員会による業務実

績に対する事後評価及び翌年度運

営方針に対する事前評価を実施

し、その結果をホームページ等で

公表するとともに、業務運営に反

映させる。 

 

    

 (２) 毎年度、決算終了後速やかに事

業実績等をインターネットの利用

その他の方法により公開すること

により、業務の透明性を高めると

ともに、広く機構の業務に対する

意見・評価を求め、これらを翌年

度の事業運営計画へ反映させるこ

とを通じて、業務内容の充実を図

る。 

(２) 業務の透明性を高めるため、決

算終了後速やかに業務実績をホ

ームページ等で公開するととも

に、業務内容の充実を図るため、

広く機構の業務に対する意見・評

価を求め、これらを翌年度の事業

運営へ反映させる。 

 

    

 

 

 

資料 ２－２ 
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（３）業績評価の実施等】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１）業績評価の実施等】 

 

 

［数値目標］ 

 

 

［数値目標］ 

 

 

 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

 

 

○ 外部の学識経験者等により構成される業績評価委員会によ

り業績評価が実施されているか。 

 

○ 外部の学識経験者等により構成される業績評価委員会によ

り業績評価が実施されているか。 

 

○ 業績評価の結果、業務実績を公開し、意見・評価を求める

とともに、これらが事業運営に反映されているか。 

 

○ 業績評価の結果、業務実績を公開し、国民等からの意見・評

価を求めるとともに、これらが事業運営に反映され、業務改善

の取組を適切に講じているか。 

 

 ○ 国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効

果が小さく継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検

証を行い、その結果に基づき、見直しを図っているか。 
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評価シート（２）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

Ⅱ 各業務において取り組むべき事項 Ⅱ 各業務において取り組むべき事項 Ⅱ 各業務において取り組むべき事項  

    

１ 労災疾病等に係る研究開発の推進

等 

１ 労災疾病等に係る研究開発の推進

等 

１ 労災疾病等に係る研究開発の推進

等 

 

    

(１) 労災疾病等に係る臨床研究の着

実な実施 

(１) 労災疾病等に係る臨床研究の着

実な実施 

(１) 労災疾病等に係る臨床研究の着

実な実施 

 

    

第１期中期目標において取り上

げた、依然として多くの労働災害

が発生している疾病、又は産業構

造・職場環境等の変化に伴い勤労

者の新たな健康問題として社会問

題化している疾病である１３分野

の課題は引き続き重要な課題であ

ることから、これら分野について

労災疾病等に係るモデル医療やモ

デル予防法の研究・開発を引き続

き行うこと。 

特に、昨今の労働災害の動向や

職場のニーズを踏まえ、かつ労働

災害防止計画等に照らし、「アス

ベスト関連疾患」、「勤労者のメ

ンタルヘルス」、「業務の過重負

荷による脳・心臓疾患（過労死）」

及び「化学物質の曝露による産業

中毒」の分野を最重点分野とし、

これらの分野に資源を重点的に配

分すること等により、時宜に合っ

た研究成果をあげるよう取り組む

こと。 

また、これまで労災病院で培わ

れた労災疾病等に関する症例、知

見、技術、職業と疾病との関連性

に係る情報等を活かしつつ、がん、

脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病等

の勤労者が罹患することの多い疾

病も含め、就労の継続が可能な治

療と療養後における医療の視点か

ら行う円滑な職場復帰を支える疾

病の治療と職業生活の両立を図る

モデル医療及び労働者個人の特性

と就労形態や職場環境等との関係

等についての研究開発を分野横断

中期目標に示された１３分野ご

とに別紙１のとおり研究テーマを

定め労災疾病等に係るモデル医療

やモデル予防法の研究・開発、普

及を着実に実施するため次のとお

り取り組む。 

中期計画に定めた１３分野ごと

の研究テーマに係るモデル医療や

モデル予防法の研究・開発を着実

に実施するため次のとおり取り組

む。 

 

   

ア 中期目標に示された１３分野

の労災疾病等に係るモデル医療

やモデル予防法の研究・開発を

引き続き実施するため、平成２

１年度中に１３分野ごとに新た

な臨床研究・開発、普及計画を

作成し、これに基づいて労災疾

病等１３分野臨床医学研究を推

進する。 

ア １３分野ごとの研究者会議を

開催して、臨床研究・開発、普

及計画を策定し、業績評価委員

会医学研究評価部会の事前評価

及び医学研究倫理審査委員会の

倫理審査を受け、研究を開始す

る。 

 

   

イ 中期目標において最重点分野

とされた「アスベスト関連疾

患」、「勤労者のメンタルヘル

ス」、「業務の過重負荷による

脳・心臓疾患（過労死）」及び

「化学物質の曝露による産業中

毒」の分野並びに「職場復帰の

ためのリハビリテーション及び

勤労者の罹患率の高い疾病の治

療と職業の両立支援」の分野に

ついては、必要に応じて専任の

研究者を配置するとともに、機

構本部の研究支援体制を強化す

る等研究環境の整備充実を図

る。 

イ 専任の研究者が必要な分野を

選定するとともに、機構本部に

総括研究ディレクターを補佐す

る研究員を配置して、機構本部

の研究支援体制の強化を図る。

 

   

ウ 労災疾病等に係る研究を効果

的かつ効率的に実施する観点か

ら、現行１研究センターにつき１

ウ 分散型の研究体制についての

見直しを検討する検討会を立ち

上げ、年度末までに診療実績や
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的に行うこととし、この研究にも

資源を重点的に配分して研究環境

の整備充実を図ること。 

なお、研究の推進に当たっては、

労災疾病等に係る研究を効果的か

つ効率的に実施する観点から、現

行１研究センターにつき１分野と

して１３研究センターを設置して

いる分散型の研究体制について、

平成２１年度末までに診療実績や

労災患者数、専門医等研究スタッ

フの配置状況等を勘案した集約化

を検討し、その結果を踏まえ必要

な見直しを行うこと。 

さらに、労災疾病等に係る研究

開発の推進に当たっては、症例の

集積が重要であることから、労災

病院のネットワークの活用のみな

らず、労災指定医療機関である国

立病院等からも症例データを収集

することができるような連携体制

の構築を図ること。 

加えて、密接に関連する研究所

の労働災害の予防、労働者の健康

の保持増進及び職業性疾病の病

因、診断、予防等に関する総合的

な調査・研究業務と連携を図ると

ともに、研究所との統合後におい

て統合メリットが発揮できるよう

一体的な実施について検討するこ

と。 

分野として１３研究センターを

設置している分散型の研究体制

について、平成２１年度末までに

診療実績や労災患者数、専門医等

研究スタッフの配置状況及び研

究開発等を勘案して見直し案を

策定する。 

労災患者数、専門医等研究スタ

ッフの配置状況及び研究開発等

を勘案して見直し案を策定す

る。 

   

エ 労災疾病等に係る研究開発の

推進を図るため、労災指定医療機

関である国立病院等からも症例

データを収集することができる

ような連携体制の構築を図る。 

エ 独立行政法人国立病院機構と

の調整会議を開催し、症例デー

タ収集方法等について検討す

る。 

 

   

オ 独立行政法人労働安全衛生総

合研究所（以下「研究所」という。）

の労働災害の予防、労働者の健康

の保持増進及び職業性疾病の病

因、診断、予防等に関する総合的

な調査・研究業務と連携を図ると

ともに、研究所との統合後におい

て統合メリットが発揮できるよ

う一体的な実施についての検討

を行う。 

オ 独立行政法人労働安全衛生総

合研究所（以下「研究所」とい

う。）との調整会議を開催し、

研究所との統合後における統合

メリットが発揮できるような一

体的な研究の実施のあり方につ

いて検討する。 

 

    

(２) 研究成果の積極的な普及及び活用

の推進 

(２) 研究成果の積極的な普及及び活

用の推進 

(２) 研究成果の積極的な普及及び活

用の推進 

 

    

研究開発された労災疾病等に係

るモデル医療法・モデル予防法等

の成果の普及・活用を促進するた

め、本部、労災病院、産業保健推

進センター等の有機的連携によ

り、労災指定医療機関、産業保健

関係者等に対し研修等を通じて、

積極的な情報の発信及び医療現

場、作業現場等への定着を図るこ

と。 

また、密接に関連する研究所の

労働災害の予防、労働者の健康の

研究開発された労災疾病等に係

るモデル医療法・モデル予防法等

の成果の普及・活用を促進するた

め、次のとおり取り組む。 

研究開発された労災疾病等に係

るモデル医療法・モデル予防法等

の成果の普及・活用を促進するた

め、次のとおり取り組む。 

 

   

ア 医療機関等を対象としたモ

デル医療情報、事業者や勤労者

を対象としたモデル予防情報

などのデータベースを掲載し

たホームページにおいて、中期

目標期間の最終年度において、

アクセス件数を２０万件以上

ア 医療機関等を対象としたモデ

ル医療情報、事業者や勤労者を

対象としたモデル予防情報な

どのデータベースを掲載した

ホームページにおいて、アクセ

ス件数を１３万１千件以上（参

考：平成１９年度実績１３０，
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保持増進及び職業性疾病の病因、

診断、予防等に関する総合的な調

査・研究業務と連携を図るととも

に、研究所との統合後において統

合メリットが発揮できるよう効果

的・効率的な普及について検討す

ること。 

 

 

（参考：平成１９年度実績１３

０，６３８件）得る。 

６３８件）得る。 

   

イ 労災病院の医師等に対して

モデル医療等に係る指導医育

成の教育研修を実施する。 

イ 労災疾病等に係るモデル医療

等を効率的かつ効果的に普及

する観点から、研究者の協力を

得て教育研修の具体的手法を

検討する。 

 

   

ウ 中期目標期間中に、日本職

業・災害医学会等国内外の関連

学会において、１３分野の研

究・開発テーマに関し、分野ご

とに国外２件以上、国内１０件

以上の学会発表を行う。 

ウ 日本職業・災害医学会等国内

外の関連学会において、１３分

野の研究・開発テーマに関して

研究成果の得られたものから

順次学会発表を行う。 

 

   

エ 労災病院と産業保健推進セ

ンターが協働し、労災指定医療

機関、産業保健関係者等に対す

る研修等を実施する。 

エ 労災病院と産業保健推進セン

ターが協働し、労災指定医療機

関、産業保健関係者等に対する

研修等を１３回以上実施する。

 

   

オ 研究所の労働災害の予防、労

働者の健康の保持増進及び職

業性疾病の病因、診断、予防等

に関する総合的な調査・研究業

務と連携を図るとともに、研究

所との統合後において統合メ

リットが発揮できるよう効果

的・効率的な普及について検討

する。 

オ 研究所との統合後における統

合メリットが発揮できるよう

な効果的・効率的な普及につい

て検討する。 

 

   

カ 勤労者の罹患率の高い疾病

と職業の両立支援に関する研

究・開発の成果等、勤労者医療

の実践に有用な情報を提供す

るための機構本部、労災病院、

産業保健推進センター、地域産

業保健センター、労災指定医療

機関、産業医、行政等によるネ

ットワーク構築のための検討

を行う。 

カ 勤労者医療の実践に有用な情

報を提供するための機構本部、

労災病院、産業保健推進センタ

ー、地域産業保健センター、労

災指定医療機関、産業医、行政

等によるネットワーク構築の

ための委員会を開催し検討を

開始する。 

 

   

キ 「国の研究開発評価に関する

大綱的指針」（平成２０年１０

月３１日内閣総理大臣決定）を

踏まえ、外部委員を含む研究評

価委員会を開催し、各研究テー

キ 新たな臨床研究・開発、普及

計画の事前評価を行うため、外

部委員を含む業績評価委員会

医学研究評価部会を開催し、

「国の研究開発評価に関する
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マの事前評価を行い、以降毎年

度、中間・事後評価を行うこと

で、その結果を研究計画の改善

に反映させる。 

大綱的指針」（平成２０年１０

月３１日内閣総理大臣決定）を

踏まえた評価を実施する。 

    

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（４）労災疾病にかかる研究・開発】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（２）労災疾病等にかかる研究・開発】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

○ 医療機関等を対象としたモデル医療情報、事業者や勤労者を

対象としたモデル予防情報などを掲載したデータ・ベース（ホ

ームページ）を構築し、中期目標期間の最終年度において、ア

クセス件数を１０万件以上得ること。 

 

○ 医療機関を対象としたモデル医療情報、事業者や勤労者を対

象としたモデル予防情報などを掲載したデータ・ベース（ホー

ムページ）のアクセス件数を中期目標期間の最終年度において、

２０万件以上得ること。 

 

○ 中期目標期間中に、日本職業・災害医学会等関連医学会にお

いて、１４研究・開発テーマに関し３０件以上の学会発表をお

こなうこと。 

 

○ 中期目標期間中に、日本職業・災害医学会等関係学会におい

て、１３分野の研究・開発テーマに関し、分野ごとに国外２件

以上、国内１０件以上の学会発表を行うこと。 

 

   

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

 

○ 地域支援の各機能を集約した勤労者医療総合センターの組織

的体制が、確実に構築されたか。 

 

 

○ 各労災疾病研究センターにおいて、中期計画の別紙１３分野

の研究テーマ毎に研究開発計画を作成したか。 

 

 

○ モデル医療情報、モデル予防情報などを掲載したデータ・ベ

ース（ホームページ）が構築されるとともに、アクセス件数１

０万件以上を得られたか。 

 

○ 医療機関を対象としたモデル医療情報、事業者や勤労者を対

象としたモデル予防情報などを掲載したデータ・ベース（ホー

ムページ）のアクセス件数が中期目標期間の最終年度において、

２０万件以上得られたか。 

○ 外部委員を含む研究評価委員会により各研究テーマの事前評

価、中間評価、最終評価が行われ、その結果が研究計画の改善

に反映されているか。 

 

○ それぞれの分野において業績評価委員会医学研究評価部会を

開催し、事前評価、中間評価、最終評価が行われ、研究計画の

改善に反映されているか。 

 ○ 平成２１年度中に研究体制に係る見直し案が策定され、第２

期中期目標期間中に、研究体制の集約化がされているか。 

 

 ○ 共同研究者の参画を得る等により、国立病院等との症例デー

タ収集に係る連携体制が構築されているか。 
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 ○ 勤労者の罹患率の高い疾病と職業の両立支援に関する研究・

開発の成果等、勤労者医療の実践に有用な情報を提供するため

の機構本部、労災病院、産業保健推進センター、労災指定医療

機関、産業医、行政等によるネットワーク構築のための検討が

行われたか。 
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評価シート（３）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

２ 勤労者医療の中核的役割の推進 ２ 勤労者医療の中核的役割の推進 ２ 勤労者医療の中核的役割の推進  

    

勤労者医療の中核的役割の推進

のために、上記「１」の研究開発

と併せ、以下のとおり着実に取り

組むこと。 

特に、労災病院等においては、

勤労者医療の中核的役割を推進す

るため、職業に関連した負傷又は

疾病の予防、治療からリハビリテ

ーション、医療の視点から行う勤

労者の療養後の職場復帰等の促進

に至るまでの一連の取組について

のガイドラインを作成、活用して

疾病の治療と職業生活の両立支援

を図るとともに、労災病院グルー

プのネットワークを通じて労災指

定医療機関等に普及していくこ

と。 

   

    

(１) 一般診療を基盤とした労災疾病

に関する高度・専門的な医療の提

供等 

(１) 一般診療を基盤とした労災疾病

に関する高度・専門的な医療の提

供等 

(１) 一般診療を基盤とした労災疾病

に関する高度・専門的な医療の提

供等 

 

    

ア 労災疾病に関する医療につい

ては、他の医療機関では症例が

ない等により対応が困難なも

のもあることから、労災病院に

おいて、これまで蓄積された医

学的知見を基に最新の研究成

果を踏まえて、高度・専門的な

医療を提供するとともに、その

質の向上を図ること。特に、ア

スベスト関連疾患や化学物質

の曝露による産業中毒等、一般

的に診断が困難な労災疾病に

ついては積極的に対応するこ

と。 

また、勤労者医療を継続的、

安定的に支えるためにも、基盤

となる４疾病５事業等の診療

機能を充実させ、地域の中核的

医療機関を目指すこと。 

さらに、近年、大規模労働災

ア 労災病院においては、次のよ

うな取組により、労災疾病に関

する医療について、他の医療機

関では対応が困難な高度・専門

的な医療を提供するとともに、

勤労者の疾病と職業生活の両立

支援を図り、その質の向上を図

る。 

また、勤労者医療を継続的、

安定的に支えるため、基盤とな

る４疾病５事業等の診療機能を

充実させ、地域の中核医療機関

を目指す。 

ア 労災病院においては、次のよ

うな取組により、労災疾病に関

する医療について、他の医療機

関では対応が困難な高度・専門

的な医療を提供するとともに、

勤労者の疾病と職業生活の両

立支援を図り、その質の向上を

図る。 

また、勤労者医療を継続的、

安定的に支えるため、基盤とな

る４疾病５事業等の診療機能を

充実させ、地域の中核医療機関

を目指す。 

 

   

(ア) それぞれの研究分野の専門医

からなる検討委員会にて策定し

た分野ごとの臨床評価指標によ

り、医療の質に関する自己評価

を行う。 

(ア)それぞれの研究分野の専門

医を構成員とする「勤労者医療

臨床評価指標検討委員会」を開

催し、臨床評価指標の検討を行

う。 
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害が増加していることを踏ま

え、かかる場合における緊急な

対応を速やかに行えるように

すること。 

(イ) 研究・開発されたモデル医療

を臨床の現場で実践し、症例検

討会等で評価を行うとともに、

その結果をフィードバックし研

究に反映させる。 

(イ) 研究・開発されたモデル医

療を臨床の現場で順次実践し、

これに係る症例検討会等での

評価結果については、当該分野

の研究者にフィードバックす

ることにより研究に反映させ

る。 

 

   

(ウ) 職業に関連した負傷又は疾病

の予防、治療からリハビリテー

ション、医療の視点から行う勤

労者の療養後の職場復帰等の促

進に至るまでの一連の取組につ

いてのガイドラインを作成す

る。 

(ウ) 職業に関連した負傷又は疾

病の予防、治療からリハビリテ

ーション、医療の視点から行う

勤労者の療養後の職場復帰等

の促進に至るまでの一連の取

組についてのガイドラインを

作成するための委員会を開催

し、検討を行う。 

 

   

(エ) メディカルソーシャルワーカ

ー等を活用し、勤労者の治療を

受けながらの就労の継続、療養

後又は療養中の円滑な職場復帰

を図ることについて、具体的な

試行を行い、その成果等を活か

して国の政策等との連携を図

る。 

(エ) 勤労者の治療を受けながら

の就労の継続、療養後又は療養

中の円滑な職場復帰を図るこ

とについて、メディカルソーシ

ャルワーカー等を活用したモ

デル事業を試行するため、メデ

ィカルソーシャルワーカー等

スタッフの育成を行うカリキ

ュラム等作成のための検討を

行う。 

 

   

(オ) 大規模労働災害に備えて、緊

急対応が行えるよう災害対策医

療チームを直ちに編成できる危

機管理マニュアルを整備する。 

(オ) 大規模労働災害に係る危機

管理マニュアルの作成に当た

り、記載内容の検討及び医療機

関の活動事例に係る情報収集

を行う。 

 

    

イ 労災病院の医療の質の向上

と効率化を図るため、医療情報

のＩＴ化を推進すること。 

イ 労災病院の医療の質の向上と

効率化を図るため、オーダリン

グシステム、電子カルテシステ

ム等の導入を進めることにより

医療情報のＩＴ化を推進する。 

イ 医療情報のＩＴ化を推進す

るため、オーダリングシステム

を２労災病院に、電子カルテシ

ステムを３労災病院に新規に

導入する。 

 

    

ウ 質の高い医療の提供及び安

定した運営基盤を構築する上

で不可欠となる優秀な人材の

確保、育成に積極的に取り組む

こと。 

 

ウ 次の(ア)及び(イ)の取組によ

り、高度・専門的医療の提供に

必要な優秀な人材を確保すると

ともに、その資質の向上を図る。

ウ 次の(ア)及び(イ)の取組に

より、高度・専門的医療の提供

に必要な優秀な人材を確保す

るとともに、その資質の向上を

図る。 

 

   

(ア) 勤労者医療に関する研修内容 (ア) 国の医師臨床研修制度の見  
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を盛り込んだ臨床研修プログラ

ムの作成や臨床研修指導医・研

修医を対象とした機構独自の講

習会等を通じて、勤労者医療を

実践できる医師の育成に積極的

に取り組むことにより、優秀な

医師を育成、確保する。 

直しを踏まえた新たな臨床研

修プログラムに、勤労者医療に

関する内容を盛り込む。 

また、労災病院の医師の中か

ら臨床研修指導医講習会世話人

（講習会企画責任者が行う企

画、運営、進行等に協力する医

師）を育成し、機構独自の指導

医講習会を開催するとともに、

初期臨床研修医を対象とした集

合研修を実施し、優秀な医師の

育成、確保に努める。 

    

(イ) 毎年度、研修カリキュラムを

検証し、職種ごとの勤労者医療

に関する研修内容をはじめとす

る専門研修内容を充実させるこ

とにより、職員個々の資質の向

上を図る。 

(イ) 研修内容については、研修終

了後のアンケート調査等の検

証を行い、より効率的かつ効果

的な専門研修内容及び研修カ

リキュラムの充実に繋げるこ

ととする。 

また、勤労者医療に関する研

修では、勤労者医療の意義や実

践状況、中核的医療機関として

果たすべき役割等について説明

し、労災病院の使命である勤労

者医療についての理解を深め

る。 

さらに、各施設においては、

研修効果を上げるため集合研修

参加者の受講後における伝達研

修を行い、研修の実践と展開を

図る。 

 

   

エ 労災看護専門学校において

は、近年の看護師不足等の中

で、労災病院における勤労者医

療の推進に必要な専門性を有

する看護師を養成すること。 

 

エ 労災看護専門学校において、

勤労者の健康を取り巻く現況や

職業と疾病の関連性等に関する

カリキュラムを充実することに

より、勤労者医療の専門的知識

を有する看護師を育成する。 

エ 労災看護専門学校において、

勤労者医療の役割・機能を理解

するため、職業性疾病に関する

理解、メンタルヘルスマネジメ

ント、災害看護等の講義を含む

カリキュラムに基づき、勤労者

医療を推進するために必要な

知識や技術の習得のため、特色

ある教育を行うとともに、勤労

者医療を推進する労災病院に

おける臨地実習を通じ、日常の

看護実践を勤労者医療の視点

も持って実践していくために

必要な専門的知識を有する看

護師を育成する。 
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また、勤労者医療に関するカ

リキュラムの更なる充実を図る

ため、勤労者の罹患率の高い疾

病の治療と職業の両立支援等の

新たな教育内容の検討を行う。

    

オ 国民の医療に対する安心と

信頼を確保するため、情報開示

に基づく患者の選択を尊重し、

良質な医療を提供すること。こ

れにより、患者満足度調査にお

いて全病院平均で８０％以上

の満足度を確保すること。 

 

オ 日本医療機能評価機構等の病

院機能評価の受審、さわやか患

者サービス委員会活動、クリニ

カルパス検討委員会の活動等を

通じて、より良質な医療を提供

し、全病院平均で８０％以上の

満足度を確保する。 

オ 

(ア) 良質で安全な医療を提供す

るため、患者満足度調査を実施

し、患者から満足のいく医療が

受けられている旨の評価を全

病院平均で８０％以上得る。 

(イ) 良質な医療を提供するため、

日本医療機能評価機構等の病

院機能評価について更新時期

を迎えた施設及び未受審の施

設にあっては受審に向けた準

備を行う。 

(ウ) チーム医療の推進、患者に

分かりやすい医療の提供や医

療の標準化のためクリニカル

パス検討委員会の活動等を通

じて、クリニカルパスの活用を

推進する。 

 

 

また、患者の安全を確保する

ため、組織的・継続的な取組に

より職員一人一人の医療安全

に関する知識・意識の向上を図

ること。 

また、医療安全チェックシー

トによる自主点検、医療安全相

互チェック、医療安全に関する

研修、医療安全推進週間等を継

続して実施するとともに、患者

の医療安全への積極的な参加を

推進し、医療安全に関する知

識・意識の向上を図る。 

(エ) 安全な医療を推進するため、

「医療安全チェックシート」と

「労災病院間医療安全相互チ

ェック」を活用した取組を継続

するとともに第三者による取

組の評価を行い、標準化された

医療水準の維持に努める。 

また、職員一人一人の医療安

全に関する知識・意識の向上を

図るため、引き続きすべての労

災病院において全職員を対象と

した医療安全に関する研修会を

年２回以上実施するとともに患

者・地域住民も広く参加する医

療安全推進週間の取組の定着を

図る。 

なお、労災病院における医療

事故・インシデント事例のデー

タの公表を継続するとともに原

因究明・分析に基づく再発防止

対策の徹底と共有化を図る。 

さらに、医療安全管理者の質
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の向上を図るため、「労災病院

医療安全管理者の業務指針」の

策定を行う。 

    

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（７）高度・専門的医療の提供】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（３）高度・専門的医療の提供】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 救急搬送患者を、中期目標期間中においては、延べ３０万人

以上受け入れること。 

 

 

 

○ 患者満足度調査において全ての病院で７０％以上の満足度を

確保すること。 

○ 患者満足度調査において全病院平均で８０％以上の満足度を

確保すること。 

 

 ○ 職員研修の有益度調査において全研修平均で８０％以上の有

益度を確保すること。 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ １３分野毎の専門医からなる検討委員会において臨床評価指

標が策定され、これに基づき、医療の質に関する自己評価が行

われたか。 

 

○ 臨床評価指標に基づき、医療の質に関する自己評価が行われ

たか。 

 ○ 中期目標期間中に研究成果に基づきガイドラインが作成され

たか。 

 

 ○ 中期目標期間中にメディカルソーシャルワーカー等を活用

し、勤労者の治療を受けながらの就労の継続、療養後又は療養

中の円滑な職場復帰を図ることについて、具体的な試行を行い、

その成果等を活かして国の政策等との連携が図られたか。 

 

 

○ 勤労者医療に関する研修内容を盛り込んだ臨床研修プログラ

ムが作成されたか。 

 

○ 勤労者医療に関する研修内容を盛り込んだ初期臨床研修が実

施されているか。 

 

○ 当該プログラムに基づき医師臨床研修が実施されるととも

に、指導医、研修医の意見を参考にし、当該プログラムの改善

が図られているか。 

○ 臨床研修指導医や研修医を対象とした機構独自の講習会等を

通じて勤労者医療に関する講習を行い、指導医、研修医の育成

が行われているか。 

 

○ 勤労者医療に関する研修プログラム内容の充実を図り、集合

研修が実施されたか。 

○ 毎年度、研修カリキュラムの検証がなされ、研修内容を充実

させることにより、職員の資質の向上が図られているか。 



 

 

- 13 - 

  

○ 受講者に対するアンケート調査、労災病院における患者満足

度調査の結果等を検証し、研修カリキュラムの充実に反映され

たか。 

 

○ 受講者に対するアンケート調査、労災病院における患者満足

度調査の結果等を検証し、研修カリキュラムの充実に反映され

たか。 

 

○ 勤労者医療に関するカリキュラムの拡充を図るため、検討会

が設置され、勤労者の健康を取り巻く状況等を踏まえたカリキ

ュラムの見直しが行われたか。 

 

○ 労災看護専門学校においては、職場復帰や両立支援等、勤労

者医療に関わる教育内容を見直し、勤労者医療カリキュラムの

充実が着実に実施されているか。 

 

○ クリニカルパス検討委員会の活動等を通じて、クリニカルパ

スの活用が推進されたか。 

 

○ クリニカルパス検討委員会の活動等を通じて、クリニカルパ

スの活用が推進されたか。 

 

○ 全労災病院共通の医療安全チェックシートの統一に向けて、

見直しがされたか。 

○ 医療安全チェックシートによる自主点検及び医療安全相互チ

ェックが実施されたか。 

 

○ 全ての労災病院において、医療安全に関する研修会が計画的

に年２回以上実施されたか。 

 

○ 医療安全に関する研修、医療安全推進週間等への参加が継続

して実施されているか。 

 

○ 全ての労災病院が医療安全推進週間に参加したか。 

 

○ 患者参加型の医療安全が推進されているか。 

 

○ 救急搬送患者が延べ３０万人以上受け入れられたか｡  

○ 救急救命士の病院研修受入等による消防機関との連携強化、

救急救命等の高度な臨床技術を有する医療スタッフの育成に取

り組んでいるか｡ 

 

 

 

○ 該当年度に病院機能評価受審を計画していた病院で、受審が

行われたか。 

 

○ 該当年度に病院機能評価受審を計画していた病院で、受審が

行われたか。 

 

○ 患者満足度調査の結果をさわやか患者サービス委員会の活動

等を通じて、業務の改善に反映されたか。 

 

○ 患者満足度調査の結果をさわやか患者サービス委員会の活動

等を通じて、業務の改善に反映されたか。 

 

○ 全ての病院において、患者から満足のいく医療が受けられて

いるとの評価が７０％以上得られたか。 

 

○ 患者満足度調査において全病院平均で８０％以上の満足度が

確保されているか。 

 

 ○ 医療情報のＩＴ化が推進されているか。 

   

 ○  災害対策医療チームを直ちに編成できる危機管理マニュアル

は整備されているか。 
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評価シート（４）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

(２) 勤労者に対する過労死予防等の

推進 

(２) 勤労者に対する過労死予防等の

推進 

(２) 勤労者に対する過労死予防等の

推進 

 

    

勤労者の健康確保、労災疾病の

防止を図るため、過重労働による

健康障害の防止、心の健康づくり、

勤労女性の健康管理等を推進する

こととし、中期目標期間中、勤労

者の過労死予防対策の個別又は集

団指導を延べ７６万人以上（※

１）、メンタルヘルス不調予防対

策の勤労者心の電話相談を延べ１

１万人以上（※２）、講習会を延

べ１万２千人以上、勤労女性に対

する保健師による生活指導を延べ

２万人以上（※３）実施すること。 

また、これらの実施に当たって

は、実施時間帯の設定に配慮する

等利便性の向上も図ること。 

さらに、指導や相談実施後、利

用者へのアンケートを行い、参加

者の８０％以上から有用であった

旨の評価を得ること。 

加えて、指導や相談の結果の分

析を行い、産業保健推進センター

で行う研修等に活かすこと。 

（※参考１：平成１６年度から平

成１９年度までの平均 １２１，

７０５人×５年間の２５％増） 

（※参考２：平成１６年度から平

成１９年度までの平均 １７，６

３４人×５年間の２５％増） 

（※参考３：平成１６年度から平

成１９年度までの平均 ３，２８

８人×５年間の２５％増） 

勤労者に対する過労死・メンタ

ルヘルス不調予防等の推進に関し

て示された中期目標を達成するた

め、次のような取組を行う。 

勤労者の健康確保、労災疾病の

防止を図るため、過重労働による

健康障害の防止、心の健康づくり、

勤労女性の健康管理等を確実に推

進するため、平成２１年度におけ

る実施数を勤労者の過労死予防対

策の個別又は集団指導を延べ１５

万２千人以上、メンタルヘルス不

調予防対策の勤労者心の電話相談

を延べ２万２千人以上、講習会を

延べ２千４百人以上、勤労女性に

対する保健師による生活指導を延

べ４千人以上実施する。 

また、指導や相談実施後、利用

者へのアンケートを行い、参加者

の８０％以上から有用であった旨

の評価を得る。 

なお、勤労者に対する過労死・

メンタルヘルス不調予防等の推進

に関して示された中期目標を達成

するために次のような取組を行

う。 

 

   

ア 労働安全衛生関係機関との連

携や、予防関連学会等からの最

新の予防法の情報収集等によ

り、指導・相談の質の向上を図

る。 

ア 利用者に対して質の高い指

導・相談を提供するため、労働

安全衛生関係機関との連携を図

るなどして予防医療における方

向性を得る。さらに得られた情

報を踏まえ、予防医療関連学会

が実施する研修会、講習会等に

参加するなどして予防医療に係

る最新の情報を収得し実務者の

スキルアップを図る。さらに予

防医療に関する効果的、効率的

な指導法のための調査研究を実

施し、指導に活用するほか、各

種学会等で発表する。 

 

    

 イ 勤労者の利便性の向上を図る

ため、指導・相談等の実施時間

帯の設定に配慮する。 

イ 勤労者の利便性の向上を図る

ため、指導・相談等の実施時間

帯について１７時以降や、土、
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日、祝日にも実施する。さらに

企業等の要望により出張による

指導も積極的に行う。 

    

 ウ 利用者の満足度調査を毎年度

実施し、その結果を指導・相談

内容に反映させることにより、

質の向上を図る。 

ウ 利用者の満足度調査を実施し、

参加者の８０％以上から有用で

あった旨の評価を得るととも

に、その結果を指導・相談内容

に反映させることにより、質の

向上を図る。 

 

    

 エ メンタルヘルス不調者への職

場復帰支援体制を整備する。 

エ メンタルヘルス不調者への職

場復帰支援体制を整備するた

め、専任の医師、心理判定員等

の専門スタッフを配置する等の

検討を行う。 

 

    

 オ 指導や相談の結果分析を行

い、産業保健推進センターで行

う研修等において活用する。 

オ 勤労者予防医療センターで得

られた効果的、効率的な指導法

や調査研究で得られた成果を、

産業保健推進センターで行う研

修等において活用するための検

討を行う。 

 

    

(３) 産業医等の育成支援体制の充実 (３) 産業医等の育成支援体制の充実 (３) 産業医等の育成支援体制の充実  

    

事業場における産業医等の実践

活動を通じて多様な勤労者の健康

課題に的確に対応していくため、

労災病院及び勤労者予防医療セン

ターにおいて、産業医活動に必要

な臨床医学的素養の維持、向上の

ための育成支援体制の充実を図る

こと。 

事業場における産業医等の実践

活動を通じて多様な勤労者の健康

課題に的確に対応していくため、

労災病院及び勤労者予防医療セン

ターにおいて、高度な専門性と実

践的活動能力を持った産業医等の

育成を目指し、産業医科大学と連

携を図りつつ、産業医活動に必要

な臨床医学的素養の維持、向上の

ための育成支援体制の整備、構築

を行う。 

高度な専門性と実践的活動能力

を持つ産業医等の育成を図るた

め、産業活動に必要な臨床医学的

素養の維持、向上のための育成支

援対策の整備、構築を行うための

検討を行う。 
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（５）過労死予防等の推進】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（４）過労死予防等の推進】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

○ 中期目標期間中に、勤労者の過労死予防対策の指導を延べ２

３万人以上実施すること。 

 

○ 中期目標期間中に、勤労者の過労死予防対策の個別又は集団

指導を延べ７６万人以上実施すること。 

 

○ 中期目標期間中、メンタルヘルス不全予防対策の勤労者心の

電話相談を延べ５万５千人以上実施すること。 

○ 中期目標期間中、メンタルヘルス不調予防対策の勤労者心の

電話相談を延べ１１万人以上、講習会を延べ１万２千人以上実

施すること。 

 

○ 中期目標期間中、勤労女性に対する女性保健師による生活指

導を延べ７千人以上実施すること。 

○ 中期目標期間中、勤労女性に対する保健師による生活指導を

延べ２万人以上実施すること。 

○ 利用者から、職場における健康確保に関して、有用であった

旨の評価を７０％以上得ること。 

○ 利用者の満足度調査を実施し、職場における健康確保に関し

て、有用であった旨の評価を８０％以上得ること。 

 

  

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

○ 指導・相談等の実施時間帯の設定に配慮して勤労者等の利便

性の向上を図っているか。 

 

○ 勤労者の利便性の向上を図るため、指導・相談等の実施時間

帯の設定が配慮されているか。 

○ メンタルヘルス不調者への職場復帰支援体制が整備されてい

るか。 

 

○ 労災病院及び勤労者予防医療センターにおいて、産業医科大

学と連携を図りつつ、産業医活動に必要な臨床医学的素養の維

持、向上のための育成支援体制の整備、構築が行なわれている

か。 

 

○ 満足度調査において提出された意見を検討し、業務の改善に

反映されたか。 

 

○ 指導・相談の質の向上を図るために、患者満足度調査におい

て提出された利用者の意見等に基づく改善アイデア集を作成し

たか。 

○ 指導・相談の質の向上を図る観点から、最新の予防法の情報

収集等が行われ、指導・相談業務等に活用されているか。 

 

○ 指導・相談の質の向上を図る観点から、最新の予防法の情報

収集等が行われ、指導・相談業務等に活用されているか。 

 

○ 中期目標期間中に、勤労者の過労死予防対策の指導が延べ２

３万人以上実施されたか。 

 

○ 中期目標期間中に、勤労者の過労死予防対策の個別又は集団

指導が延べ７６万人以上実施されたか。 

○ 中期目標期間中に、メンタルヘルス不全予防対策の勤労者心

の電話相談が延べ５万５千人以上実施されたか。 

 

○ 中期目標期間中に、メンタルヘルス不調予防対策の勤労者心

の電話相談が延べ１１万人以上、講習会が延べ１万２千人以上

実施されたか。 
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○ 中期目標期間中に、勤労女性に対する女性保健師による生活

指導が延べ７千人以上実施されたか。 

○ 中期目標期間中に、勤労女性に対する保健師による生活指導

が延べ２万人以上実施されたか。 

 

○ 利用者から職場における健康管理に関して有用であった旨の

評価を７０％以上得られたか。 

 

○ 利用者の満足度調査を実施し、職場における健康確保に関し

て、有用であった旨の評価を８０％以上得られたか。 
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評価シート（５）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

(４) 勤労者医療の地域支援の推進 (４) 勤労者医療の地域支援の推進 (４) 勤労者医療の地域支援の推進  

    

労災病院においては、地域にお

ける勤労者医療を支援するため、

紹介患者の受け入れなど地域の労

災指定医療機関等との連携を強化

するとともに、労災指定医療機関

等を対象にしたモデル医療普及の

ための講習、労災疾病等に係る診

断・治療について労災指定医療機

関等が利用しやすいマニュアル等

資料の提供、労災指定医療機関等

からの高度医療機器を用いた受託

検査を行うこと。 

 

労災病院においては、勤労者医

療の地域支援の推進に関し示され

た中期目標を達成するため、次の

ような取組を行う。 

地域医療連携室を中心として次

のような取組を行うとともに、利

用者である労災指定医療機関等に

対するニーズ調査・満足度調査を

実施し、利用者から診療や産業医

活動をする上で有用であった（役

に立った）旨の評価を７５％以上

得る。 

 

   

ア 患者紹介に関する労災指定医

療機関等との連携機能を強化す

ること等により、中期目標期間

の最終年度までに患者紹介率を

６０％以上（参考：平成１９年

度実績４９．８％）、逆紹介率

を４０％以上とする。 

ア 地域医療連携室において労災

指定医療機関等との連携機能を

強化することにより、患者紹介

率を５０％以上、逆紹介率を４

０％以上確保する。 

 

   

イ 勤労者医療に係るモデル医療

を普及するため、労災指定医療

機関の医師及び産業医等に対し

て、労災指定医療機関等の診療

時間帯に配慮して症例検討会や

講習会を設定することにより、

中期目標期間中、延べ１０万人

以上（平成１６年度から平成１

９年度までの平均１９，４７５

人×５年間の３％増）に対し講

習を実施する。 

また、モデル医療に関し、多

様な媒体を用いた相談受付を実

施する。 

イ 労災指定医療機関の医師及び

産業医等に対して、労災指定医

療機関等の診療時間等に配慮し

て症例検討会や講習会を開催す

るとともに、モデル医療に関す

る相談をＦＡＸや電話等により

受け付けられるようにし、２万

人以上を対象にモデル医療の普

及を行う。 

 

    

 ウ 高度医療機器の利用促進を図

るため、ホームページ、診療案

内等による広報を実施し、高度

医療機器を用いた受託検査を中

期目標期間中、延べ１５万件以

上（平成１９年度実績２９，０

８２件×５年間の５％増）実施

する。 

ウ ＣＴ、ＭＲＩ、ガンマカメラ、

血管撮影装置等の利用案内に関

する情報をホームページ、診療

案内等により積極的に広報し、

延べ３万件以上の受託検査を実

施する。 

 

    

また、利用した労災指定医療機

関、産業医等から診療や産業医活

エ 利用者である労災指定医療機

関等に対するニーズ調査・満足

エ ニーズ調査・満足度調査の結

果を検討し、調査において出さ
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動の上で有用であった旨の評価を

７５％以上得ること。 

度調査を毎年度実施し、診療や

産業医活動の上で有用であった

旨の評価を７５％以上得るとと

もに、地域支援業務の改善に反

映させる。 

れた意見を各労災病院の地域支

援業務の改善に反映し、より高

い評価が得られるよう努める。

    

    

 

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（６） 勤労者医療の地域支援】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（５） 勤労者医療の地域支援】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

 

○ ４０％以上の患者紹介率を確保すること。 

 

○ 中期目標期間の最終年度までに患者紹介率を６０％以上、逆

紹介率を４０％以上確保すること。 

 

○ 労災指定医療機関の医師及び産業医等を対象として、中期目

標期間中においては、延べ３万２千人以上にモデル医療の普及

を行うこと。 

○ 労災指定医療機関の医師及び産業医等を対象として、中期目

標期間中においては、症例検討会や講習会を延べ１０万人以上

に対して実施すること。 

 

○ 高度医療機器を用いた受託検査を、中期目標期間中において

は、延べ６万件以上実施すること。 

 

○ 高度医療機器を用いた受託検査を、中期目標期間中において

は、延べ１５万件以上実施すること。 

 

○ 地域における勤労者医療の支援策が、利用した労災指定医療

機関、産業医等から診療や産業医活動の上で有用であった旨の

評価を７０％以上得ること。 

 

○ 満足度調査を実施して診療や産業医活動の上で有用であった

旨の評価を７５％以上得ること。 

 

   

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

 

○ モデル医療に関して、多様な媒体を用いた相談受付が実施さ

れているか。 

 

○ モデル医療に関して、多様な媒体を用いた相談受付が実施さ

れているか。 

 

○ 労災指定医療機関等が勤労者医療の地域支援に対してどの

ようなニーズがあるか調査し、ニーズに合致した地域支援業務

が実施されているか。 

 

○ 地域における勤労者医療の支援として、労災病院に紹介実績

のある医師に対するニーズ調査を実施し、その調査結果から示

された意見、要望を地域医療連携室へフィードバックして業務

改善に反映したか。 

 

○ 利用者である労災指定医療機関等から、診療や産業医活動を

実施する上で有用であった旨の評価が７０％以上得られたか 

 

○ 利用者である労災指定医療機関等から、診療や産業医活動の

上で有用であった旨の評価を７５％以上得られたか。 
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○ 労災病院において、地域医療連携室を設置して労災指定医療

機関との連携強化に努め、４０％以上の患者紹介率が達成され

たか。 

 

○ 労災病院において、中期目標期間最終年度までに患者紹介率

を６０％以上、逆紹介率を４０％以上確保しているか。 

 

○ 労災指定医療機関等の診療時間等に配慮して症例検討会や講

習会が開催され、医師等延べ３万２千人以上にモデル医療の普

及が行われたか。 

 

○ 労災指定医療機関等の医師及び産業医等を対象として、中期

目標期間中において、症例検討会や講習会を開催し、医師等延

べ１０万人以上にモデル医療の普及が行われたか。 

 

○ ホームページ、診療案内等に高度医療機器の利用案内に関す

る情報が盛り込まれたか。 

 

○ ホームページ、診療案内等に高度医療機器の利用案内に関す

る情報が盛り込まれたか。 

 

○ 受託検査が中期目標期間中に延べ６万件以上実施されたか。 

 

○ 高度医療機器を用いた受託検査が、中期目標期間中に延べ１

５万件以上実施されたか。 

 

○ ニーズ調査・満足度調査において提出された意見を検討し、

業務の改善に反映されたか。 

 

○ ニーズ調査・満足度調査において提出された意見を検討し、

業務の改善に反映されたか。 
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評価シート（６）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

(５) 行政機関等への貢献 (５) 行政機関等への貢献 (５) 行政機関等への貢献  

    

    

国が設置している検討会、委員会

等への参加要請に協力するととも

に、迅速・適正な労災認定に係る意

見書の作成等を通じて行政活動に

協力すること。 

ア 勤労者の健康を取り巻く新た

な問題等について、国が設置す

る委員会への参加、情報提供等

により、行政機関に協力する。 

ア 労災認定基準等の見直しに係

る検討会に参加するほか、国の

設置する委員会への参加、情報

提供等により行政機関に協力す

る。 

 

    

 イ 労災認定に係る意見書等の作

成については、複数の診療科に

わたる事案について、院内の連

携を密にするなど適切かつ迅速

に対応する。 

イ 労災認定に係る意見書等を適

切かつ迅速に作成するため、複

数の診療科にわたる事案につい

ては院内の連携を密にする。 

 

    

また、労災疾病等に係る研究・開

発、普及事業等を通じて得られた医

学的知見については、速やかに行政

機関に提供し、政策立案等との連携

を深めること。 

ウ 労災疾病等に係る研究・開発、

普及事業等を通じて得られた医

学的知見については、政策立案

等との連携を深めるため、速や

かに行政機関に提供する。 

ウ 労災疾病等に係る研究・開発、

普及事業等を通じて得られた医

学的知見については、行政機関

の要請に応じ、速やかに情報を

提供する。 

 

    

さらに、アスベスト関連疾患に対

して、引き続き、健診、相談、診療

に対応するとともに、医療機関に対

する診断技術の普及、向上に積極的

に対応すること。 

エ 今後、増加が予想されるアス

ベスト関連疾患に対応するた

め、労災指定医療機関等の医師

を対象とする当該疾患診断技術

研修会を開催する。 

エ 今後、増加が予想されるアス

ベスト関連疾患に対応するた

め、労災指定医療機関等の医師

を対象とする当該疾患診断技術

研修会を全国で開催する。  

また、当該関連疾患に係る診

断・治療、相談等について引き続

き積極的に対応するとともに、ア

スベストを原因とする中皮腫、肺

がんの鑑別診断の根拠となるア

スベスト小体の計測検査につい

て、行政機関等からの依頼に基づ

き積極的な受け入れを図る。 

 

    

 オ 独立行政法人高齢・障害者雇

用支援機構が運営する地域障害

者職業センターにおいて実施し

ているうつ病等休職者の職場復

帰支援等の取組に関し、医療面

において協力する。 

オ 独立行政法人高齢・障害者雇

用支援機構が運営する地域障害

者職業センターにおいて実施し

ているうつ病等休職者の職場復

帰支援等の取組に関し、医療面

において協力する。 
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（８）行政機関等への貢献】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（６）行政機関等への貢献】 

 

 

［数値目標］ 

 

 

［数値目標］ 

 

 

 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

 

 

○ 労災認定基準等の見直しに係る検討会や国が設置する委員会

等への参加、情報提供等の協力が行われたか。 

 

○ 労災認定基準等の見直しに係る検討会や国が設置する委員会

等への参加、情報提供等の協力が行われたか。 

 

○ 複数の診療科にわたる労災認定に係る意見書等の作成が、適

切かつ迅速に行われているか。 

 

○ 労災認定に係る意見書等の作成が、適切かつ迅速に行われて

いるか。 

 

 ○ 労災疾病等に係る研究・開発、普及事業等を通じて得られた

医学的知見については、政策立案等との連携を深めるため、速

やかに行政機関に提供されているか。 

 

 ○ アスベスト関連疾患に対応するため、労災指定医療機関等の

医師を対象とする当該疾患診断技術研修会を開催したか。 
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評価シート（７）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

３ 重度被災労働者の職業・社会復帰

の促進 

３ 重度被災労働者の職業・社会復帰

の促進 

３ 重度被災労働者の職業・社会復帰

の促進 

 

    

(１) 医療リハビリテーションセンタ

ー及び総合せき損センターの運営 

(１) 医療リハビリテーションセンタ

ー及び総合せき損センターの運営 

(１) 医療リハビリテーションセンタ

ー及び総合せき損センターの運営

 

    

重度の被災労働者の職業・社会復

帰を支援するため、医療リハビリ

テーションセンターにおいては、

四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺

患者に係る高度・専門的な医療

を、総合せき損センターにおいて

は、外傷による脊椎・せき髄障害

患者に係る高度・専門的医療を提

供し、更に地域との連携を密にし

て、それぞれ医学的に職場・自宅

復帰可能である退院患者の割合

を８０％以上（※）確保すること。 

医療リハビリテーションセンタ

ー及び総合せき損センターにおい

ては、医学的に職場・自宅復帰可

能である退院患者の割合をそれぞ

れ８０％以上確保するとともに、

高度・専門的な医療を提供するこ

とにより、患者満足度調査におい

て、それぞれ８０％以上の満足度

を確保することとし、次のような

取組を行う。 

医療リハビリテーションセンタ

ー及び総合せき損センターにおい

ては、両センターが有する医学的

知見を活用し対象患者に対して高

度専門的医療を提供することによ

り、医学的に職場・自宅復帰可能

である退院患者の割合をそれぞれ

８０％以上確保する。 

 

 

    

また、高度・専門的な医療を提

供することによる患者満足度調査

において、それぞれ８０％以上の

満足度を確保すること。 

（※参考：平成１９年度実績 医

療リハビリテーションセンター８

０．４％ 総合せき損センター 

８５．０％） 

 また、患者の疾患や状態に応じ

た最適な医療の提供はもとより、

職場・自宅復帰後の日常生活上の

指導・相談に至るまでのきめ細か

い支援を通じて、患者満足度調査

において、それぞれ８０％以上の

満足度を確保する。 

 

    

 ア 医療リハビリテーションセン

ターにおいては、四肢・脊椎の

障害、中枢神経麻痺患者に対し、

チーム医療を的確に実施するこ

とにより、身体機能の向上を図

るとともに、職業・社会復帰後

の生活の質（ＱＯＬ）の向上を

図る観点から、生活支援機器の

研究開発の実施及び職業リハビ

リテーションを含めた関係機関

との連携強化に取り組む。 

ア 医療リハビリテーションセン

ターにおいては、四肢・脊椎の

障害、中枢神経麻痺患者に対し、

医師、看護師、リハビリテーシ

ョン技師等の連携による高度専

門的医療の提供に加え、職業リ

ハビリテーションセンターをは

じめ広域の関係機関との連携・

紹介の推進を図る。 

また、患者の状況に応じた他の

医療機関への紹介、患者退院後の

日常生活に係る指導・相談、三次

元コンピュータグラフィックス

による住宅改造支援システム等

の研究開発成果の活用等を通じ

て対象患者のＱＯＬの向上に取

り組む。 
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 イ 総合せき損センターにおいて

は、外傷による脊椎・せき髄障

害患者に対し、受傷直後から一

貫したチーム医療を的確に実施

することにより、早期に身体機

能の向上を図るとともに、せき

損患者に係る高度・専門的な知

見に係る情報の発信に努める。 

イ 総合せき損センターにおいて

は、外傷による脊椎・せき髄障

害患者に対し、医師、看護師、

リハビリテーション技師等の連

携により受傷直後の早期治療か

ら早期リハビリテーションに至

る一貫した高度専門的医療の提

供に努める。 

また、総合せき損センターにお

いて実践している高度専門的医

療の手法等に関する研修会の開

催及び実施マニュアル・ＤＶＤの

配布等を通じてせき損医療に従

事する医療スタッフや患者等に

対する支援・情報提供に努める。
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（９）医療リハ・せき損センターの運営】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（７）医療リハ・せき損センターの運営】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

 

○ 医療リハビリテーションセンターにおいては、四肢・脊椎の

障害、中枢神経麻痺患者に係る高度・専門的な医療を提供し、

医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者の割合を８０％以

上確保すること。 

 

○ 医療リハビリテーションセンターにおいては、四肢・脊椎の

障害、中枢神経麻痺患者に係る高度・専門的な医療を提供し、

医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者の割合を８０％以

上確保すること。 

○ 総合せき損センターにおいては、外傷による脊椎・せき髄障

害患者に係る高度・専門的医療を提供し、医学的に職場・自宅

復帰可能である退院患者の割合を８０％以上確保すること。 

 

○ 総合せき損センターにおいては、外傷による脊椎・せき髄障

害患者に係る高度・専門的医療を提供し、医学的に職場・自宅

復帰可能である退院患者の割合を８０％以上確保すること。 

 

 ○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターに

おいては、患者満足度調査において、それぞれ８０％以上の満

足度を確保すること。 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に対するチーム医療の

推進及び職業リハビリテーションセンターとの連携等により、

医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者の割合が８０％以

上確保されたか。 

 

○ 四肢・脊椎の障害、中枢神経麻痺患者に対するチーム医療の

推進及び職業リハビリテーションセンターとの連携等により、

医学的に職場・自宅復帰可能である退院患者の割合が８０％以

上確保されたか。 

 

 

○ 外傷による脊椎・せき髄損傷患者に対するチーム医療の推進

及びせき髄損傷者職業センターとの連携等により、医学的に職

場・自宅復帰可能職業復帰可能である退院患者の割合が８０％

以上確保されたか。 

 

○ 外傷による脊椎・せき髄損傷患者に対するチーム医療の推進

及びせき髄損傷者職業センターとの連携等により、医学的に職

場・自宅復帰可能職業復帰可能である退院患者の割合が８０％

以上確保されたか。 

 ○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターに

おいては、患者満足度調査において、それぞれ８０％以上の満

足度を確保したか。 
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評価シート（８）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

(２) 労災リハビリテーション作業所

の運営 

(２) 労災リハビリテーション作業所

の運営 

(２) 労災リハビリテーション作業所

の運営 

 

    

労災リハビリテーション作業所

については、入所者の自立更生の

援助という目的に応じた、より効

果的な運営を行うとともに、入所

者個々の状況に応じた適切な生

活・健康管理の下で軽作業に従事

させることにより自立能力の確立

を図りつつ、カウンセリング、就

職指導等を行うことにより、中期

目標期間中の社会復帰率を３０％

以上（※）とすること。  

（※参考：平成１９年度実績 

 ３０．４％） 

ア 各人に適性に応じた社会復

帰プログラムの作成や就職指

導等により自立能力を早期に

確立し、中期目標期間中の社会

復帰率を３０％以上にする。 

ア 入所者の自立能力の早期確

立を図るため、個々人の障害の

特性に応じた社会復帰プログ

ラムの作成、定期的なカウンセ

リングの実施等の支援を行い、

３０％以上の社会復帰率を確

保する。 

 

   

イ 都道府県労働局等との連携

による就職情報の提供、障害者

合同就職面接会等への参加奨

励、個別企業に対する求人開拓

等により、早期の就職を支援す

る。 

イ ハローワーク、地域障害者職

業センター等との連携による

就職情報の提供、障害者合同就

職説明会等への参加勧奨、個別

企業に対する求人開拓等によ

り、早期の就職を支援する。 

 

    

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１５）リハビリテーション施設の運営】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（８）労災リハビリテーション作業所の運営】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

 ○ 入所者の社会復帰率を、中期目標期間中に２５％以上とする

こと及び前年度実績に比し１ポイント以上高めること。 

○ 中期目標期間中の社会復帰率を３０％以上にすること。 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ リハビリテーション施設の運営業務について、適正かつ効率

的な運営が図られているか。 

 ○ リハビリテーション施設の運営業務について、適正かつ効率

的な運営が図られているか。 

 

○ 社会復帰プログラムを作成し、定期的（３か月に１回程度）

にカウンセリングを実施しているか。 

 

○ 社会復帰プログラムを作成し、定期的（３か月に１回程度）

にカウンセリングが実施されているか。 

○ 就職情報の提供など入所者の就職に対する支援は適切に行

われているか。 

 

○ 就職情報の提供など入所者の就職に対する支援は適切に行

われているか。 

○ 社会復帰率は前年度に比し１ポイント以上高めることがで

きたか。 

 

○ 入所者の社会復帰率を３０％以上確保しているか。 
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評価シート（９）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

４ 産業保健活動の積極的な支援と

充実したサービスの提供推進 

４ 産業保健活動の積極的な支援と

充実したサービスの提供推進 

４ 産業保健活動の積極的な支援と

充実したサービスの提供推進 

 

    

産業保健推進センターにおいて

は、労働災害防止計画に定める産業

保健活動の推進に寄与することを基

本方針とし、以下の取組により、地

域社会や産業保健関係者のニーズに

対応した産業保健サービスの提供等

の支援を行うこと。 

産業保健推進センターにおいて

は、労働災害防止計画に定める労働

者の健康確保対策の推進に寄与す

ることを基本方針とし、以下の取組

により、産業保健関係者に対する支

援機能を強化する。 

産業保健推進センターにおいて

は、労働災害防止計画に定める労働

者の健康確保対策の推進に寄与す

ることを基本方針とし、以下の取組

により、産業保健関係者に対する支

援機能を強化する。 

 

    

(１) 産業保健関係者に対する研修又

は相談の実施 

(１) 産業保健関係者に対する研修又

は相談の実施 

(１) 産業保健関係者に対する研修又

は相談の実施 

 

    

ア 地域の産業保健関係者に対す

る実践的かつ専門的な研修又は

相談の充実 

ア 地域の産業保健関係者に対す

る実践的かつ専門的な研修又は

相談の充実 

ア 地域の産業保健関係者に対す

る実践的かつ専門的な研修又は

相談の充実 

 

    

産業保健推進センターにおけ

る産業医等の産業保健関係者へ

の研修内容について、メンタルヘ

ルスや過重労働等を積極的に取

り上げるとともに、面接指導等の

実践的かつ専門的な研修を強化

しつつ、延べ１万７千回以上（※

１）の研修を実施すること。また、

第１期中期目標期間において実

施した研修を踏まえ、研修内容等

の改善を図る仕組みを充実する

こと。 

産業保健関係者からの相談に

ついて、中期目標期間中、７万２

千件以上（※２）実施すること。

また、相談内容については、産業

保健関係者に対する研修に有効

に活用できるよう検討すること。 

なお、研修又は相談の利用者に

ついては、産業保健に関する職務

を行う上で有益であった旨の評

価を８０％以上確保するととも

に、相談、指導を行った産業保健

関係者等に対して追跡調査を実

施し、有効回答のうち７０％以上

につき具体的に改善事項が見ら

れるようにすること。 

(ア) 産業医等の産業保健関係者

に対する研修については、ニ

ーズ調査やモニター調査等

の結果に基づき、研修のテー

マや内容に関する専門家に

よる評価を行い、研修内容の

質の向上を図るとともに、中

期目標期間中に延べ１万７

千回以上の研修を実施する。 

(ア) 産業医等の産業保健関係者

に対する研修については、研

修内容の質の維持・向上を図

るため、研修内容等の改善を

図る仕組み（計画－実施－評

価－改善を継続的に実施する

仕組み）を継続的に運用する。

また、各研修については、

次のように取り組む。 

・事業場における産業保健推

進体制の活性化の観点か

ら、産業医、衛生管理者及

び人事労務担当者等の産業

保健関係者間の連携促進に

重点を置いた体系的な研修

を行う。 

・産業保健関係者の実践的能

力の向上のため、作業現場

における実地研修、ロール

プレイ等を取り入れた参加

型研修、事例検討等の実践

的研修の拡大とともに、テ

ーマに応じたシリーズ研修

を実施する。 

・労働災害防止計画における

重点対策である過重労働に

よる健康障害防止対策及び
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（※参考１：平成１９年度実績 

３，２９１回×５年間の５％

増） 

（※参考２：平成１９年度実績 

１３，７２５件×５年間の５％

増） 

メンタルヘルス対策に関す

る研修を実施する。 

・新型インフルエンザ対策、

アスベスト対策等の時宜を

得た研修を実施する。  

・ニーズ調査やモニター調査

等の結果に基づき、研修の

テーマや内容に関する専門

家による評価を行い、研修

内容の質の向上を図るとと

もに研修ニーズに対応した

開催地域の選定、休日・夜

間の開催の拡充等、利用者

の利便性にも配慮しつつ、

３千４百回以上の研修を実

施する。 

    

 (イ) 産業保健関係者からの相談

については、多様な分野の専

門家を確保しつつ、相談体制

の効率化を図ることにより、

中期目標期間中に７万２千

件以上実施するとともに、産

業保健関係者に対する研修

に有効に活用する。 

(イ) 産業保健関係者からの相談

については、産業保健に造詣

の深い精神科医等の相談員を

拡充し、また、過重労働によ

る健康障害の増加に対応する

ため、脳・心臓疾患等に関す

る分野の専門家を選任するな

ど、相談ニーズに対応した人

的資源の拡充に引き続き努め

るとともに、相談体制の効率

化を図る。  

また、各センターのホーム

ページにブロック内の他セン

ターの相談日程をリンクする

ことにより、相談日、相談内

容に応じた相談先の広域的な

探索を容易にするとともに、

専門家による迅速な回答を推

進する。 

これらにより、産業保健関

係者からの相談件数を１万５

千件以上確保するとともに、

相談内容を分析し、収集した

成果を産業保健関係者に対す

る研修に事例として紹介する

等、有効に活用する。 

 

    

 (ウ) 研修、相談については、イ

ンターネット等多様な媒体

での受付等により、引き続き

(ウ) 研修、相談については、全

センターにおいてホームペー

ジ、ＦＡＸ、メールマガジン
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質及び利便性の向上を図り、

産業保健に関する職務を行

う上で有益であった旨の評

価を８０％以上確保する。 

等により案内、申込受付を実

施し、引き続き質及び利用者

の利便性の向上を図り、産業

保健に関する職務を行う上で

有益であった旨の評価を８０

％以上確保する。 

    

 (エ) 産業保健推進センター利用

者に対し、センター事業が与

えた効果を評価するための

追跡調査を実施して、有効回

答のうち７０％以上につい

て具体的に改善事項が見ら

れるようにする。また、同調

査の結果を分析し、事業の更

なる質の向上を図る。 

(エ) 産業保健推進センター利用

者に対し、研修、相談等のセ

ンター事業が、労働者の健康

状況の改善に寄与した効果等

を把握するため、平成１８年

度に引き続き、第２回追跡調

査を実施する。 

また、その調査結果を分析

し、研修、相談等の事業運営

に反映させる。 

 

 

イ 産業保健に関する情報の提

供その他の援助 

イ 産業保健に関する情報の提

供その他の援助 

イ 産業保健に関する情報の提

供その他の援助 

 

    

インターネットの利用その

他の方法により産業保健に関

する情報や労災疾病等に係る

研究によるモデル予防医療等

に係る情報を提供するととも

に、さらなる情報の質の向上、

利便性の向上を図ること。 

また、事業主に対する広報及

び啓発等を行うとともに、勤労

者に対する情報提供について

もより積極的に取り組むこと。 

さらに、研究所との統合に向

けて、研究所の調査・研究につ

いての関係者に対する情報提

供等について検討すること。 

(ア) 産業保健関係者に対し、情

報誌、ホームページ等により、

産業保健に関する情報の提供

を行うとともに、専門家の意

見の反映により、提供する情

報の質の向上を図り、中期目

標期間中、ホームページのア

クセス件数を９００万件以上

（平成２０年度実績見込１３

５万件×５年間の３０％増）

得る。 

(ア) 情報誌「産業保健２１」、

ホームページ、メールマガジ

ン等により提供する産業保健

に関する情報の質の向上を図

るため専門家による編集会議

を開催し検討する。 

さらに、これまでに蓄積さ

れた産業保健に関するＱ＆Ａ

や実務・専門的な情報のデー

タベース化を逐次進め検索可

能な形で提供する。 

こうした取組とともに、下

記(イ)を含めた地域のニーズ

に対応した取組を行うこと

で、ホームページのアクセス

件数を１５０万件以上得る。

 

    

 (イ) 利用者の利便性の向上を図

るため、各地域で利用できる

産業保健サービス情報を産業

保健推進センターに集約・提

供することにより、地域の産

業保健関係者のための総合情

報センターとしての役割を果

たしていく。 

(イ) 地域産業保健センター、医

師会、労働衛生関係機関等が

行う事業場や産業保健関係者

に対するサービス、国の支援

事業等各地域で産業保健関係

者が必要とし、また、利用で

きる産業保健サービス情報を

各センターにおいて集約し、

インターネット等で情報提供
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することにより、総合情報セ

ンターとしての機能を充実す

る。 

    

 (ウ) 研究所との統合に向けて、

研究所の調査・研究について

の関係者に対する情報提供等

について検討する。 

(ウ) 研究所の調査・研究につい

ての関係者に対する効果的な

情報提供の方法及び課題を検

討する。 

 

    

ウ 地域産業保健センターに対

する支援の充実 

ウ 地域産業保健センターに対

する支援の充実 

ウ 地域産業保健センターに対

する支援の充実 

 

    

地域の産業保健活動の促進

を図るため、都道府県労働局、

労働基準監督署と連携し、メン

タルヘルスや過重労働による

健康障害の防止のための産業

医の面接指導技術の向上等の

支援を含め、域内の地域産業保

健センターの活動に対する支

援を充実すること。 

各産業保健推進センターに

おいて、地域産業保健センター

運営協議会における助言を行

う。また、地域産業保健センタ

ーのコーディネーターに対し、

新任研修に加え、年１回以上能

力向上研修を実施するととも

に、地域産業保健センターに登

録している産業医に対し研修

を実施する。 

さらに、地域産業保健センタ

ーとの連携による研修を都道

府県庁所在地以外で開催する

ことにより、利用者の利便性の

向上を図る。 

(ア) 各産業保健推進センターに

おいて、地域産業保健センタ

ー運営協議会に出席し、地域

センターの具体的な支援ニー

ズを把握した上で、必要な支

援を行う。 

 

  

(イ) 地域産業保健センターのコ

ーディネーターに対し、新任

研修に加え、年１回以上能力

向上研修を実施するととも

に、コーディネーター間の情

報交換を目的とした交流会を

開催する。 

 

   

 (ウ) 地域産業保健センターに登

録している産業医に対し研

修を実施する。 

 

    

  (エ) 地域産業保健センターが把

握している地域のニーズに応

じた研修を都道府県庁所在地

以外で開催することにより、

地域の利用者の利便性の向上

を図る。 
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１１）産業保健関係者に対する研修・相談】 

【評価項目（１２）産業保健に関する情報の提供】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（９）産業保健者に対する研修・相談 

及び産業保健に関する情報の提供】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 産業保健関係者に対し、中期目標期間中に延べ１万回以上の

研修を実施すること。 

○ 産業医等の産業保健関係者に対する研修については、中期目

標期間中に延べ１万７千回以上の研修を実施すること。 

○ 産業保健関係者からの相談を、中期目標期間中、４万８千件

以上実施すること。 

○ 産業保健関係者からの相談については、中期目標期間中に７

万２千件以上の相談を実施すること。 

 

○ 研修又は相談の利用者については、産業保健に関する職務を

行う上で有益であった旨の評価を８０％以上確保すること。 

○ 研修又は相談の利用者については、産業保健に関する職務を

行う上で有用であった旨の評価を８０％以上確保すること。 

 ○ 利用者に対し、産業保健推進センター事業が与えた効果を評

価するための追跡調査を実施し、有効回答のうち７０％以上に

ついて具体的に改善が見られていること。 

○ 産業保健に関する情報を提供するホームページのアクセス件

数を、中期目標期間中において１１２万件以上得ること。 

 

○ 産業保健に関する情報を提供するホームページのアクセス件

数を、中期目標期間中において９００万件以上得ること。 

○ 各産業保健推進センターにおいて､地域産業保健センターの

コーディネーターに対し、新任研修に加え、年１回以上能力向

上のための研修を実施する。 

○ 各産業保健推進センターにおいて､地域産業保健センターの

コーディネーターに対し、新任研修に加え、年１回以上能力向

上のための研修を実施すること。 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 産業保健関係者に対して研修及び相談、情報の提供、その他

の援助を行うため、施設の運営業務について、適正かつ効率的

な運営が図られているか。 

 

○ 産業保健関係者に対して研修及び相談、情報の提供、その他

の援助を行うため、施設の運営業務について、適正かつ効率的

な運営が図られているか。 

 

○ 研修内容等の質の向上を図る仕組みの充実が図られている

か。 

 

○ 研修内容等の質の向上を図る仕組みの充実が図られている

か。 

 

○ 産業医学、労働衛生工学、メンタルヘルス等の分野の専門家

が確保されているか。 

 

○ 産業医学、労働衛生工学、メンタルヘルス等の分野の専門家

が確保されているか。 

○ 利便性の向上を図るため、インターネット等を用いた研修案

内、研修の申込受付が行われているか。 

 

○ 利便性の向上を図るため、インターネット等を用いた研修案

内、研修の申込受付が行われているか。 

 

○ インターネット等による相談の受付、頻出の相談のホームペ

ージへの掲載が行われているか。 

○ インターネット等による相談の受付、頻出の相談のホームペ

ージへの掲載が行われているか。 
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○ 産業保健関係者に対する研修が、中期目標期間中に延べ１万

回以上実施されたか。 

 

○ 産業医等の産業保健関係者に対する研修が、中期目標期間中

に延べ１万７千回以上実施されたか。 

○ 産業保健関係者からの相談が、中期目標期間中に延べ４万７

千件以上確保されたか。 

 

○ 産業保健関係者からの相談が、中期目標期間中に延べ７万２

千件以上実施されたか。 

 

○ 研修又は相談の利用者について、産業保健に関する職務を行

う上で有益であった旨の評価が８０％以上確保されたか。 

○ 研修又は相談の利用者について、産業保健に関する職務を行

う上で有用であった旨の評価が８０％以上確保されたか。 

 

 ○ 利用者に対し、産業保健推進センター事業が与えた効果を評

価するための追跡調査を実施し、有効回答のうち７０％以上に

ついて具体的に改善が見られたか。 

 

 

○ 産業保健関係者に対し、情報誌及びホームページ等により産

業保健に関する情報の提供が行われているか。 

○ 産業保健関係者に対し、ホームページ、メールマガジン、情

報誌等により産業保健に関する情報の提供を行い、広く普及を

図っているか。 

○ 産業保健相談員会議において、情報の質の向上に関する検討

が行われたか｡ 

○ 産業保健相談員会議において、情報の質の向上に関する検討

が行われたか｡ 

○ 地域産業保健センター運営協議会に出席し助言を行っている

か。 

○ 地域産業保健センター運営協議会に出席し助言を行っている

か。 

○ 地域産業保健センターのコーディネーターに対し、新任研修

が行われたか。また､各産業保健推進センターにおいて年１回以

上能力向上のための研修が行われたか。 

○ 地域産業保健センターのコーディネーターに対し、新任研修

に加え、年１回以上能力向上のための研修が行われたか。 

○ 事業主に対し、ホームページ等による広報、事業主セミナー

が行われているか。 

○ 事業主に対し、ホームページ等による広報、事業主セミナー

が行われているか。 

○ ホームページのアクセス件数を中期目標期間中延べ１１２万

件以上得られたか。 

○ ホームページのアクセス件数を中期目標期間中延べ９００万

件以上得られたか。 

○ ビデオ・図書が計画的に整備され､そのリストがホームページ

上で公開されているか｡ 

 

 ○ 地域の産業保健関係者のための総合情報センターとしての役

割を果たしているか。 
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評価シート（１０）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

(２) 産業保健に係る助成金の支給業

務 

(２) 産業保健に係る助成金の支給業

務 

(２) 産業保健に係る助成金の支給業

務 

 

    

ア 業績評価を踏まえた支給業

務の見直し及び透明性の確保 

ア 業績評価を踏まえた支給業

務の見直し及び透明性の確保 

ア 業績評価を踏まえた支給業

務の見直し及び透明性の確保 

 

    

産業保健に係る小規模事業

場産業保健活動支援促進助成

金及び自発的健康診断受診支

援助成金の支給業務に対する

業績評価を実施し、それらを

翌年度の業務へ反映させると

ともに、評価結果については、

積極的に公表し、透明性を確

保するとともに、助成金事業

の効果の把握に努めること。 

産業保健に係る小規模事業

場産業保健活動支援促進助成

金及び自発的健康診断受診支

援助成金の支給業務に対する

業績評価を行い、業務内容の

改善に反映させることによ

り、効果的・効率的な支給業

務を実施するとともに、評価

結果については、インターネ

ットの利用その他の方法によ

り公表し、透明性を確保する。 

また、助成期間終了後、助

成金事業の効果について把握

する。 

産業保健に係る小規模事業場

産業保健活動支援促進助成金及

び自発的健康診断受診支援助成

金については、支給業務及び助

成の効果等について利用者調査

を実施し、その結果等の分析を

行い、ホームページで公表する

とともに効果的・効率的な支給

業務を実施する。 

平成２０年度に改正された小

規模事業場産業保健活動支援促

進助成金の利用事業場に対して

は、産業医との連携の下に、産

業保健推進センターから関係資

料の提供、情報交換の場の提供、

相談員等による助言指導等適宜

支援を行う。 

 

    

イ 助成金に関する周知 イ 助成金に関する周知 イ 助成金に関する周知  

    

労働基準監督署、地域産業保

健センター等及び労災病院、勤

労者予防医療センター等とも

連携し、助成金の一層の周知を

図ること。 

インターネットの利用その

他の方法により広報を行うと

ともに、労働基準監督署、地域

産業保健センター、労災病院、

勤労者予防医療センター等と

連携して周知活動を実施する。

 

 

助成金については本部及び各

産業保健推進センターのホーム

ページに掲載するほか、中小企

業団体、商工会議所等の会員事

業場に対し、各産業保健推進セ

ンターが配信するメールマガジ

ンやパンフレット等の配布によ

り周知活動を行うとともに、事

業主セミナー等を活用して積極

的に利用勧奨を行う。 

さらに労働基準監督署、地域

産業保健センター、労災病院、

勤労者予防医療センター等と連

携して助成金の周知を行うとと

もに、助成金利用者調査の実施

時に紹介（認知）経路を把握し、

その結果を効果的な周知活動に

反映させていく。 
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ウ 手続の迅速化 ウ 手続の迅速化 ウ 手続の迅速化  

   

審査を適正に行うとともに、効

率化を図ること等により、中期目

標期間中に、申請書の受付締切日

から支給日までの期間を原則と

して、小規模事業場産業保健活動

支援促進助成金については、４０

日以内（※１）、自発的健康診断

受診支援助成金については、２３

日以内（※２）とすること。 

（※参考１：平成１９年度実績 

４４日） 

（※参考２：平成１９年度実績 

２９日） 

事務処理方法に関するマニ

ュアルの徹底等により手続の

迅速化を図ることにより、中期

目標期間中に、申請書の受付締

切日から支給日までの期間を

原則として、小規模事業場産業

保健活動支援促進助成金につ

いては、４０日以内、自発的健

康診断受診支援助成金につい

ては、２３日以内とする。 

また、不正受給防止を図るた

め、必要に応じて情報収集、実

態調査を実施する。 

平成２０年度に効率化の観

点から見直した小規模事業場

産業保健活動支援促進助成金

事務処理用コンピュータシス

テムの活用及び支給業務マニ

ュアルによる事務処理並びに

事務処理等の負担軽減を図る

ための支給申請様式のプレプ

リント化を引き続き実施し、不

正受給の防止に配慮しつつ、審

査業務等の集中化、効率化を図

ることにより、小規模事業場産

業保健活動支援促進助成金及

び自発的健康診断受診支援助

成金の申請書の受付締切日か

ら支給日までの期間について

更なる短縮を図る。 

また、不正受給防止を図るた

め実態調査を実施するととも

に、不正受給が発生した場合は

速やかに公表する。 

 

    

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１３）産業保健助成金の支給】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１０）産業保健助成金の支給】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

 

○ 中期目標期間中に、小規模事業場産業保健活動支援促進助成

金について、申請書の受付締切日から支給日までの期間を原則

として、４５日以内とすること。 

 

○ 中期目標期間中に小規模事業場産業保健活動支援促進助成

金について、申請書の受付締切日から支給日までの期間を原

則として、４０日以内とすること。 

 

○ 中期目標期間中に、自発的健康診断受診支援助成金について、

申請書の受付締切日から支給日までの期間を原則として、２５

日以内とすること。 

 

○ 中期目標期間中に、自発的健康診断受診支援助成金につい

て、申請書の受付締切日から支給日までの期間を原則として、

２３日以内とすること。 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

 

 

○ 助成金の支給業務について、適正かつ効率的な運営が図られ

ているか。 

 

○ 助成金の支給業務について、業績評価の結果が業務運営の改

善に反映されるとともに、ホームページ等で公表されるなど適

正かつ効率的な運営が図られているか。 
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○ 支給業務に関する評価方法等の検討、策定、これに基づく業

績評価を行い、その結果が業務運営の改善に反映されるととも

に、ホームページ等で公表されているか。 

 

  

 

○ 助成金に関するＱ＆Ａのホームページへの掲載、「産業保健

２１」及び労働衛生関係団体等への助成金に関する記事の掲載、

労働衛生関係団体等へポスター等の配付、労働基準監督署等に

対する助成金の周知についての依頼等、助成金に関する周知活

動が着実に行われたか。 

 

○ 助成金に関するＱ＆Ａのホームページへの掲載、「産業保健

２１」及び労働衛生関係団体等への助成金に関する記事の掲載、

労働衛生関係団体等へポスター等の配付、労働基準監督署等に

対する助成金の周知についての依頼等、助成金に関する周知活

動が着実に行われたか。 

 

○ 支給業務マニュアルの作成、事務処理用コンピュータシステ

ムの見直しが行われ、事務処理の短縮が図られたか。 

 

 

 

○ 助成金業務等に関する会議が開催され、助成金業務の不正受

給防止等の指示が行われ、支給業務マニュアルの徹底が図られ、

必要に応じて情報収集等が実施されたか。 

 

○ 助成金業務等に関して会議等により、助成金業務の不正受給

防止等の指示が行われ、支給業務マニュアルの徹底が図られ、

必要に応じて情報収集等が実施されたか。 

 

 ○ 助成期間終了後、助成金事業の効果について把握しているか。
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評価シート（１１）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

５ 未払賃金の立替払業務の着実な

実施 

５ 未払賃金の立替払業務の着実な

実施 

５ 未払賃金の立替払業務の着実な

実施 

 

    

(１) 立替払の迅速化 (１) 立替払の迅速化 (１) 立替払の迅速化  

    

審査を適正に行うとともに、効

率化を図ること等により、不備事

案を除き、請求書の受付日から支

払日までの期間について、平均で

３０日以内（※）を維持すること。 

（※参考：平成１９年度実績 

 ２５．６日） 

審査業務の標準化の徹底を図

り、原則週１回払いを堅持すると

ともに、立替払制度及びその請求

手続に関するパンフレットの改

訂、ホームページの充実等情報提

供の強化を図ることにより、不備

事案を除き、請求書の受付日から

支払日までの期間について、平均

で３０日以内を維持する。 

不備事案を除いた請求書の受付

日から支払日までの期間について

「平均３０日以内」を維持するた

めに、次の措置を講ずる。 

ア 原則週１回の立替払を堅持す

る。 

イ 疑義事例を活用した新任職員

研修や疑義事例検討会の開催回

数の拡大を図り審査業務の標準

化を徹底する。 

ウ 不備事案の減少を図るため、

パンフレットやホームページに

よる情報提供の充実に努める。

エ 立替払の処理システムについ

ては、ＯＣＲ化を中心に引き続

き検討を進める。 

 

    

(２) 立替払金の求償 (２) 立替払金の求償 (２) 立替払金の求償  

    

代位取得した賃金債権について

適切な債権管理及び求償を行い、

破産財団からの配当等について確

実な回収を行うこと。 

立替払の実施に際し、立替払後

の求償について事業主等に対して

周知徹底を図るとともに、破産事

案における確実な債権の保全、再

建型倒産事案における弁済の履行

督励及び事実上の倒産事案におけ

る適時適切な求償を行うことによ

り、弁済可能なものについて最大

限確実な回収を図る。 

賃金債権の回収を図るため、立

替払の求償について次のような取

組を行う。 

ア 事業主等への求償等周知 

事業主等に対し、立替払制度の

趣旨や求償権の行使に関して、パ

ンフレットやホームページによ

り更なる周知徹底を図る。 

イ 清算型における確実な債権保

全 

破産事案等弁済が配当等によ

るものについては、裁判手続への

迅速かつ確実な参加を行うとと

もに、インターネット等により清

算・配当情報を的確に収集する。

ウ 再建型における弁済の履行督

励 

民事再生等の再建型の事案に

ついては、再生債務者等に対し

て、立替払の申請があった際に再

生計画による弁済計画の確認を
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行い、立替払後は、債務承認書・

弁済計画書の提出督励や、弁済督

励・実地督励を行う。 

エ 事実上の倒産の適時適切な求

償 

事実上の倒産の事案（認定事

案）については、個々の債権の回

収可能性や費用効率も勘案しつ

つ、事業主に対する適時適切な債

務承認書等の提出督励、弁済の履

行督励、現地調査を行う。 

また、必要な場合には、対象と

なる債権の的確な確認を行った

後、差押え等を行う。 
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１４）未払賃金の立替払】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１１）未払賃金の立替払】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

○ 中期目標期間中に、不備事案を除き、請求書の受付日から支払

日までの期間を平均で３０日以内とすること。 

 

○ 中期目標期間中に不備事案を除き、請求書の受付日から支払

日までの期間を、平均３０日以内を維持すること。 

 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 中期目標期間中に平均３０日以内とする目標が達成可能な程

度に推移しているか。 

 

○ 不備事案を除き、請求書の受付日から支払日までの期間につ

いて、平均３０日以内が維持されているか。 

 

○ 未払賃金の立替払業務について、適正かつ効率的な運営が図ら

れているか。 

 

○ 未払賃金の立替払業務について、適正かつ効率的な運営が図

られているか。 

 

○ 審査業務マニュアル化の徹底等事務処理方法の改善が行われ

たか。 

○ 審査業務の標準化の徹底がなされているか。 

○ 原則週１回の支払は実施されているか｡ ○ 原則週１回の支払は実施されているか。 

 ○ 立替払の迅速化に向け、パンフレット、ホームページによる

情報提供の充実が図られているか。 

 

○ 破産管財人等向けの分かりやすいパンフレット及び制度や手

続きを紹介するホームページが作成され、情報提供の充実が図ら

れたか。 

 

○ 破産管財人等向けの分かりやすいパンフレット及び制度や

手続きを紹介するホームページが作成され、情報提供の充実

が図られているか。 

 

○ 事業主に対する求償等について、ホームページ、パンフレット

等により周知が図られたか。 

 

○ 立替払後の求償権の行使について、事業主等に対して通知さ

れているか。 

○ 裁判手続への参加は適宜適切に行われているか。 

 

○ 裁判手続への参加は適宜適切に行われているか。 

 

○ 再生債務者等に対し、債務承認書又は弁済計画書の提出督励は

実施されているか。 

○ 再生債務者等に対し、債務承認書又は弁済計画書の提出督励

は実施されているか。 

 

○ 弁済計画による弁済が不履行の場合、履行督励はされている

か。 

 

○ 弁済計画による弁済が不履行の場合、履行督励はされている

か。 
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評価シート（１２）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

６ 納骨堂の運営業務 ６ 納骨堂の運営業務 ６ 納骨堂の運営業務  

    

産業災害殉職者の慰霊の場にふ

さわしい環境整備を行い、遺族等か

ら慰霊の場としてふさわしいとの

評価を毎年９０％以上得ること。 

毎年、産業殉職者合祀慰霊式を開

催するほか、遺族への納骨等に関す

る相談の実施及び環境美化を行う。 

また、産業殉職者合祀慰霊式の参

列者及び日々の参拝者に満足度調査

を実施し、慰霊の場としてふさわし

いとの評価を毎年９０％以上得ると

ともに、その結果を業務内容の改善

に反映する。 

産業殉職者合祀慰霊式を挙行する

ほか、遺族への納骨等に関する相談、

霊堂の環境整備に取り組む。 

また、慰霊式及び霊堂についての

満足度調査を実施し、遺族等から霊

堂の場にふさわしいとの評価を９０

％以上得るとともに調査の結果を業

務の改善に反映する。 

 

    

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１６）納骨堂の運営】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１２）納骨堂の運営】 

 

 

［数値目標］ 

○ 遺族等から慰霊の場としてふさわしいとの評価を８０％以上

得ること。 

 

［数値目標］ 

○ 相談窓口の対応及び環境美化を含む「満足度調査」の結果、

遺族等から慰霊の場としてふさわしいとの評価を９０％以上

得ているか。 

 

 

 

 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 納骨堂の運営業務について、適正かつ効率的な運営が図られ

ているか。 

○ 納骨堂の運営業務について、適正かつ効率的な運営が図られ

ているか。 

 

○ 満足度調査において提出された意見を検討し、業務の改善に反

映されたか。 

 

○ 満足度調査において提出された意見を検討し、業務の改善に

反映されているか。 

 

○ 相談窓口の対応及び植栽による環境美化を含む「満足度調査」

の結果、遺族等から慰霊の場としてふさわしいとの評価が８０

％以上得られたか。 

 

○ 相談窓口の対応及び植栽による環境美化を含む「満足度調査」

の結果、遺族等から慰霊の場としてふさわしいとの評価が９０

％以上得られたか。 
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評価シート（１３）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

第３ 業務運営の効率化に関する事項 第２ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

第２ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

 

    

１ 機構の組織・運営体制の見直し １ 機構の組織・運営体制の見直し １ 機構の組織・運営体制の見直し  

    

 機構の業務運営を効率的かつ効果

的に実施するため、次のとおり取り

組む。 

機構の業務運営を効率的かつ効果

的に実施するため、次のとおり取り

組む。 

 

    

(１) 事業等の見直しに併せ、業務量

を検証し、業務の合理化・効率化

の観点から、本部組織の再編を行

うとともに、施設に対する本部の

業務運営支援・経営指導機能など

のマネジメント機能を強化するこ

と。また、研究所との統合後にお

いて統合メリットが発揮できるよ

う更なる見直しについて検討する

こと。 

(１) 本部役職員と施設の管理者間の

施設運営に関する協議、施設の経

営分析に基づく指導の強化など、

本部の施設運営支援・経営指導体

制を強化する。特に、労災病院に

ついては、経営基盤の確立に向け

たマネジメント機能を強化する。

また、事業等の見直しに併せ、業

務量を検証し、業務の合理化・効

率化の観点から、本部組織の再編

を行う。さらに、研究所との統合

後において統合メリットが発揮で

きるよう更なる見直しについて検

討する。 

(１) 本部役職員と施設の管理者間の

施設運営に関する協議、施設の経

営分析に基づく指導の充実に併

せ、経営方針について、職員アン

ケート結果に基づいた職員への浸

透度のフォローアップを行うとと

もにバランス・スコアカード等の

活用による経営基盤の確立に向け

たマネジメント機能の強化に努め

る。 

さらに、本部に設置している経

営改善推進会議において各労災病

院の運営計画達成状況のフォロー

アップを行うとともに、これに基

づく経営指導・支援を行う。 

また、事業等の見直しに当たり、

現有する業務量を把握するととも

に、見直し後の業務の合理化・効

率化に向けた検討を行う。さらに、

研究所と連携を図り、統合後の在

り方について、検討を行う。 

 

    

(２) 役員の業績、職員の勤務成績、

法人の事業実績、社会一般の情勢

等を反映した人事・給与制度の見

直しを進めること。 

(２) 役員の業績、職員の勤務成績、

法人の事業実績、社会一般の情勢

等を反映した人事・給与制度を構

築するため、人事・給与制度の見

直しを進める。 

(２) 役員の業績、職員の勤務成績、

法人の事業実績、社会一般の情勢

等を反映した人事・給与制度を構

築するため、国家公務員の給与構

造改革を踏まえた人事・給与制度

の詳細について検討を行う。 

 

    

    

２ 一般管理費、事業費等の効率化 ２ 一般管理費、事業費等の効率化 ２ 一般管理費、事業費等の効率化  

    

(１) 業務運営の効率化による経費節

減 

(１) 業務運営の効率化による経費節

減 

(１) 業務運営の効率化による経費節

減 

 

    

中期目標期間の最終年度におい 一般管理費（退職手当を除く。） ア 一般管理費（退職手当を除  
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て、平成２０年度に比し、一般管

理費（退職手当を除く。）につい

ては１５％程度、また、事業費（労

災病院、医療リハビリテーション

センター及び総合せき損センター

を除く。）については１０％程度

節減すること。 

については、人件費の抑制、施設

管理費の節減を図り、中期目標期

間の最終年度において、平成２０

年度の相当経費に比べて１５％程

度の額を節減する。また、事業費

（労災病院、医療リハビリテーシ

ョンセンター及び総合せき損セン

ターを除く。）については、物品

調達コストの縮減、在庫管理の徹

底、業務委託契約・保守契約の見

直し等により、中期目標期間の最

終年度において、平成２０年度の

相当経費に比べて１０％程度の額

を節減する。 

く。）については、業務委託の推

進等人件費の抑制、契約形態の抜

本的な見直しを行うことによる

一般競争入札の積極的な実施、節

電・節水による省資源・省エネル

ギーなど日常的な経費節減等に

努める。 

また、事業費（労災病院、医療

リハビリテーションセンター及

び総合せき損センターを除く。）

については、市場価格調査の積極

的な実施、業務委託契約及び保守

契約内容の見直し等により節減

に努める。 

 

また、医療リハビリテーション

センター及び総合せき損センター

運営業務については、費用節減に

努め、その費用に占める運営費交

付金の割合は、労災リハビリテー

ション工学センター廃止に伴う業

務移管によるものを除き、平成２

０年度の水準を超えないものとす

ること。 

また、医療リハビリテーション

センター及び総合せき損センター

の運営費交付金割合については、

物品調達コストの縮減、在庫管理

の徹底、業務委託契約・保守契約

の見直し等により、労災リハビリ

テーション工学センター廃止に伴

う業務移管によるものを除き、平

成２０年度の割合を超えないもの

としつつ、医療水準の向上を図る。

イ 医療リハビリテーションセン

ター及び総合せき損センターに

ついては、市場価格調査の積極

的な実施、物品の統一化を図る

ことによる物品調達コストの縮

減、業務委託契約及び保守契約

内容の見直し等により、その費

用のうち運営費交付金の割合に

ついて、労災リハビリテーショ

ン工学センター廃止に伴う業務

移管によるものを除き、平成２

０年度の割合を超えないものと

しつつ、医療水準の向上を図る。

 

 

さらに、産業保健推進センター

については、業務の効率化の観点

から、管理部門等の集約化及び効

率化を図ることにより、中期目標

期間の最終年度において、平成２

０年度実績に比べて運営費交付金

（退職手当を除く。）のおおむね

３割削減を図ること。 

産業保健推進センターについて

は、産業保健サービスの低下を招

かないように、賃借料の削減、庶

務・経理業務や報告業務等の間接

業務の合理的集約化による人件費

の削減及び相談体制の効率化等に

よる業務経費の削減を行うことに

より、中期目標期間の最終年度に

おいて、平成２０年度実績に比べ

て運営費交付金（退職手当を除

く。）のおおむね３割を削減する。

ウ 産業保健推進センターについ

ては、庶務経理業務、報告業務

等の合理的集約化の準備を行う

とともに相談体制の効率化、事

務所移転による賃借料の削減等

による業務経費の削減を行うこ

とにより、運営費交付金（退職

手当を除く。）の削減に向けた

取組を推進する。 

 

    

(２) 給与水準の適正化等 (２) 給与水準の適正化等 (２) 給与水準の適正化等  

    

総人件費については、医療本来

の責務である医療の質や安全の確

保、経営基盤の強化のための適正

な診療体制の確保及び勤労者医療

総人件費については、「簡素で

効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）等に基づ

「簡素で効率的な政府を実現す

るための行政改革の推進に関する

法律」（平成１８年法律第４７号）

及び「経済財政運営と構造改革に
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の推進という組織本来の使命を果

たしつつ、「簡素で効率的な政府

を実現するための行政改革の推進

に関する法律」（平成１８年法律

第４７号）等に基づく平成１８年

度からの５年間で５％以上削減さ

せるとの基本方針についても、そ

の趣旨の着実な実施を目指すこと

とし、「経済財政運営と構造改革

に関する基本方針２００６」（平

成１８年７月７日閣議決定）に基

づき、人件費改革の取組を平成２

３年度まで継続すること。 

く平成１８年度からの５年間で５

％以上削減させるとの基本方針に

ついて、着実に取り組むとともに、

「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針２００６」（平成１８

年７月７日閣議決定）に基づき、

人件費改革の取組を平成２３年度

まで継続する。その際、併せて、

医療法（昭和２３年法律第２０３

号）及び診療報酬上の人員基準に

沿った対応を行うことはもとよ

り、労災医療をはじめとした救急

医療等の推進のための人材確保と

ともに、医療安全を確保するため

の適切な取組を行う。 

 

関する基本方針２００６」（平成

１８年７月７日閣議決定）を踏ま

えるとともに、医療法（昭和２３

年法律第２０３号）及び診療報酬

上の人員基準に沿った対応を行う

ことはもとより、労災医療をはじ

めとした救急医療等の推進のため

の人材確保、医療安全の確保を行

いつつ、人件費の適正化を行う。

また、機構の事務・技術職員の

給与水準について、以下のような

観点からの検証を行い、これを維

持する合理的な理由がない場合に

は必要な措置を講ずることによ

り、給与水準の適正化に速やかに

取り組むとともに、その検証結果

や取組状況については公表するこ

と。 

ア 職員の在職地域や学歴構成

等の要因を考慮してもなお国

家公務員の給与水準を上回っ

ていないか。 

イ 給与体系における年功的要

素が強いなど、給与水準が高

い原因について、是正の余地

はないか。 

ウ 国からの財政支出の大き

さ、累積欠損の存在、類似の

業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状

の給与水準が適切かどうか十

分な説明ができるか。 

エ その他、給与水準について

の説明が十分に国民の理解を

得られるものとなっている

か。 

また、事務・技術職員の給与水

準について、以下のような観点か

らの検証を行い、これを維持する

合理的な理由がない場合には必要

な措置を講ずることにより、給与

水準の適正化に速やかに取り組む

とともに、その検証結果や取組状

況については公表する。 

ア 職員の在職地域や学歴構成

等の要因を考慮してもなお国

家公務員の給与水準を上回っ

ていないか。 

イ 給与体系における年功的要

素が強いなど、給与水準が高

い原因について、是正の余地

はないか。 

ウ 国からの財政支出の大き

さ、累積欠損の存在、類似の

業務を行っている民間事業者

の給与水準等に照らし、現状

の給与水準が適切かどうか十

分な説明ができるか。 

エ その他、給与水準について

の説明が十分に国民の理解を

得られるものとなっている

か。 

また、事務・技術職員の給与水

準について、平成２０年度におけ

る状況の検証を行い、その検証結

果及び適正化に向けた取組状況を

公表する。 

 

    

(３) 随意契約の見直し (３) 随意契約の見直し (３) 随意契約の見直し  

    

契約については、原則として一 契約については、「随意契約見 契約については、「随意契約見  
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般競争入札等によるものとし、以

下の取組により、随意契約の適正

化を推進すること。 

直し計画」（平成１９年１２月策

定）に基づき、一般競争入札等を

原則として、以下の取組により、

随意契約の適正化を推進する。 

直し計画」（平成１９年１２月策

定）に基づき、契約業務の効率化

を図りつつ、より経済性のある契

約の締結となるよう、一般競争入

札等を原則とし、以下の取組によ

り、更なる随意契約の適正化を推

進する。 

    

ア 機構が策定した「随意契約

見直し計画」（平成１９年１

２月策定）に基づく取組を着

実に実施するとともに、その

取組状況を公表すること。 

ア 「随意契約見直し計画」に基

づく取組を着実に実施すると

ともに、その取組状況を公表す

る。 

ア 「随意契約見直し計画」に基

づく取組の着実な実施に向け、

会議等において周知徹底を図

るとともに、その取組状況をホ

ームページにて公表する。 

 

    

イ 一般競争入札等により契約

を行う場合、合理的な理由な

く特定の業者以外の参入を妨

げる仕様としないこと。また、

企画競争や公募を行う場合に

は、競争性、透明性が十分確

保される方法により実施する

こと。 

イ 一般競争入札等により契約

を行う場合、合理的な理由なく

特定の業者以外の参入を妨げ

る仕様としない。また、企画競

争や公募を行う場合には、競争

性、透明性が十分確保される方

法により実施する。 

イ 一般競争入札等により契約

を行う場合は、早期の入札公告

を実施するとともに、仕様書に

あっては、合理的な理由なく特

定の業者以外の参入を妨げる

仕様としないなど、競争性、公

平性の確保を図る。 

また、企画競争や公募を行う

場合においても、競争性、透明

性が十分確保されるよう契約担

当部門を含めた複数の部署の職

員によって構成された評価委員

会により実施する。 

 

    

ウ 監事等による監査におい

て、入札・契約の適正な実施

について徹底的なチェックを

行うよう要請すること。 

ウ 監事等による監査において、

入札・契約の適正な実施につい

て徹底的なチェックを行うよ

う要請する。 

ウ 監事等の入札・契約に係る監

査にあっては、これまでの随意

契約見直しに係る取組状況、重

点項目の情報提供により、チェ

ックを行うよう要請する。 

 

    

(４) 医業未収金の徴収業務の効率化 (４) 医業未収金の徴収業務の効率化 (４) 医業未収金の徴収業務の効率化  

    

医業未収金の徴収業務について

は、原則、すべての病院の未収金

の徴収業務について、民間競争入

札を実施すること。 

すべての労災病院における医業

未収金の徴収業務を、本部におい

て一括して民間競争入札を実施

し、適正な債権管理業務を行う。 

すべての労災病院における医業

未収金の徴収業務を、本部におい

て一括して民間競争入札を実施

し、１０月より委託を開始する。

一定期間経過した債権の支払案

内等の業務を委託することによ

り、民間事業者の創意工夫を最大

限活用し、徴収業務の効率化を行

い、従来、病院職員がこのような

未収金対策に要していた業務時間

を、未収金の新規発生防止、新規
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未収金の回収業務及び訴訟等の法

的措置実施業務に傾注し、適正な

債権管理業務を行う。 

    

３ 労災病院の在り方の総合的検討 ３ 労災病院の在り方の総合的検討 ３ 労災病院の在り方の総合的検討  

    

労災病院については、平成２２年

度末を目途に、個々の病院ごとに、

政策医療に係る機能、地域医療事情、

経営状況等について総合的に検証

し、その結果を公表するとともに、

必要な措置を講ずること。 

 

労災病院については、平成２２年

度末を目途に個々の病院ごとに、政

策医療に係る機能、地域医療事情、

経営状況等について総合的に検証

し、その結果を公表するとともに、

必要な措置を講ずる。 

 

個々の労災病院について、都道府

県が策定する医療計画、地理的配置

状況や担っている医療機能等を踏

まえ、 

・本来の政策医療を提供するとい

う機能の発揮状況 

・地域の医療状況及び果たしてい

る役割 

・収支見込みや今後の設備更新の

必要性等を含めた経営状況等 

の観点から総合的に検証し、個々の

病院の内容（実態）を集約する。 

 

    

その際、労災病院の近隣に国立病

院等がある場合は、都道府県が策定

する医療計画、地理的配置状況や担

っている医療機能等を踏まえ、個々

の病院単位で診療連携の構築を始め

効率的な運営の可能性等について検

討を行うこと。 

その際、労災病院の近隣に国立病

院等がある場合は、都道府県が策定

する医療計画、地理的配置状況や担

っている医療機能等を踏まえ、個々

の病院単位で労災病院と国立病院

との診療連携の構築を始め効率的

な運営可能性について検討を行う。 

また、近隣の国立病院がある場合

は、実際に行われている診療連携の

検証も含め国立病院との診療連携

の構築の在り方を検討する。 

 

    

また、厚生労働省において、平成

２５年度末までに、所管の独立行政

法人が運営する病院全体について、

それらの病院が果たすべき政策医療

及び地域医療における役割を勘案し

つつ、政策目的に沿った医療供給体

制の最適化を図る観点から、病院配

置の再編成を含む総合的な検討を行

うため、機構は必要な協力を行うこ

と。 

また、厚生労働省において、平成

２５年度末までに、所管の独立行政

法人が運営する病院全体について、

それらの病院が果たすべき政策医療

及び地域医療における役割を勘案し

つつ、政策目的に沿った医療供給体

制の最適化を図る観点から総合的な

検討を行うに当たり、必要な協力を

行う。 

  

    

４ 保有資産の見直し ４ 保有資産の見直し ４ 保有資産の見直し  

    

事務及び事業の見直しの結果生ず

る遊休資産及び利用予定のない宿泊

施設等については、国の資産債務改

革の趣旨を踏まえ、早急に処分を行

うこと。 

事務及び事業の見直しの結果生

じる遊休資産及び利用予定のない

宿泊施設等については、国の資産債

務改革の趣旨を踏まえ、早急に処分

を行う。 

事務及び事業の見直しの結果生

じる遊休資産及び利用予定のない

宿泊施設等については、国の資産債

務改革の趣旨を踏まえ、早急に処分

を行う。 
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  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１）業務運営の効率化（組織の見直し、一般管理費

等の効率化）】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１３）業務運営の効率化】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

○ 中期目標期間の最終年度において、特殊法人時の最終年度（平

成１５年度）に比し、一般管理費（退職手当を除く。）につい

ては１５％程度節減すること。 

 

○ 一般管理費（退職手当を除く。）については、中期目標期間

の最終年度において、平成２０年度の相当経費に比べて１５

％程度節減すること。 

 

 

○ 中期目標期間の最終年度において、特殊法人時の最終年度（平

成１５年度）に比し、事業費（労災病院、医療リハビリテーシ

ョンセンター及び総合せき損センターを除く。）については５

％程度節減すること。 

 

○ 事業費（労災病院、医療リハビリテーションセンター及び総

合せき損センターを除く。）については、中期目標期間の最

終年度において、平成２０年度の相当経費に比べて１０％程

度節減すること。 

 

○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターに

おける運営費交付金の割合については、中期目標期間の最終年

度において、特殊法人時の最終年度（平成１５年度）に比べて

５ポイント程度低下させること。 

○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センター

の運営費交付金割合については、労災リハビリテーション工

学センター廃止に伴う業務移管によるものを除き、平成２０

年度の割合を超えないものとすること。 

 

 ○ 産業保健推進センターについては、中期目標期間の最終年度

において、平成２０年度実績に比べて運営費交付金（退職手

当を除く。）のおおむね３割削減をすること。 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 組織・運営体制について、本部の施設運営支援・経営指導体

制の強化を図る観点から、見直しが行われたか。 

 

○ 労災病院については、経営基盤の確立に向けて本部の施設運

営支援、経営指導等が効果的に行われたか。 

 

 

○ 個々の労災病院ごとの財務分析が行われ、これに基づく経営

指導・支援が行われたか。 

 

 

○ 内部統制（業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、業

務活動に関わる法令等の遵守等）に係る取組についての評価が

行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 内部統制（業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事

業活動に関わる法令等の遵守等）に係る取組が行われている

か。（政・独委評価の視点） 

○ 一般管理費のうち人件費について、「行政改革の重要方針」

(平成１７年１２月２４日閣議決定)を踏まえ、平成１８年度以降

の５年間において５％以上の削減を行うための取組を進めたか。 

○ 一般管理費のうち人件費について、「行政改革の重要方針」

(平成１７年１２月２４日閣議決定)を踏まえ、平成１８年度

以降の５年間において５％以上の削減を行うための取組を進

めたか。 
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○ 外部コンサルタントを活用し、職員の勤務実績、法人の事業

実績等を反映した人事・給与制度の検討がなされ、新たな制度

の設計・構築が行われたか。 

 

 

○ 国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与について

必要な見直しを進めたか。 

 

 

○ （総人件費改革について）取組開始からの経過年数に応じ取

組が順調であるかどうかについて、法人の取組の適切性につい

て検証が行われているか。また、今後、削減目標の達成に向け

法人の取組を促すものとなっているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ （総人件費改革について）取組開始からの経過年数に応じ取

組が順調であるかどうかについて、法人の取組の適切性につ

いて検証が行われているか。また、今後、削減目標の達成に

向け法人の取組を促すものとなっているか。その際、併せて、

医療法（昭和２３年法律第２０３号）及び診療報酬上の人員

基準に沿った対応を行うことはもとより、労災医療をはじめ

とした救急医療等の推進のための人材確保とともに、医療安

全を確保するための適切な取組が行われているか。（政・独

委評価の視点事項と同様） 

 

○ 国家公務員と比べて給与水準の高い法人について、以下のよ

うな観点から厳格なチェックが行われているか。（政・独委評

価の視点） 

・ 給与水準の高い理由及び講ずる措置（法人の設定する目標

水準を含む）についての法人の説明が、国民に対して納得の

得られるものとなっているか。 

・ 法人の給与水準自体が社会的な理解の得られる水準となっ

ているか。 

 

○ 国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損金のある法人に

ついて、国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与水

準の適切性に関する法人の検証状況をチェックしているか。

（政・独委評価の視点） 

 

○ 国家公務員と比べて給与水準の高い法人について（特に給

与水準が対国家公務員指数１００を上回る場合）、以下のよ

うな観点から厳格なチェックが行われているか。 

ア 給与水準の高い理由及び講ずる措置（法人の設定する目標

水準を含む）についての法人の説明が、国民に対して納得が

得られるものとなっているか。 

イ 法人の給与水準自体が社会的な理解が得られる水準となっ

ているか。 

ウ 国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損金のある法人

について、国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた給

与水準の適切性に関する法人の検証状況がチェックされてい

るか。 

（政・独委評価の視点）

エ 国と異なる、又は法人独自の諸手当は適切であるか。 

 

○ 法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業

務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、必要な見直し

が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

 

○ 法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業

務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、以下のような

必要な見直しが行われているか。 

ア 「独立行政法人のレクリエーション経費について」（平成

20年8月4日行政管理局長通知）において、レクリエーション

経費について求められている国におけるレクリエーション

経費の取扱いに準じた取組が行われているか。 

イ レクリエーション経費以外の福利厚生費（法定外福利費）

について、経済社会情勢の変化を踏まえた、事務・事業の公

共性・効率性及び国民の信頼確保の観点からの法人の見直し

等の活動がされているか。 

（政・独委評価の視点）

ウ 法定外福利費の支出は適切であるか。 
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○ 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の

適切性等、必要な評価が行われているか。（政・独委評価の視

点） 

 

○ 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の

適切性等、必要な評価が行われているか。（政・独委評価の視

点） 

 

○ 契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執

行等の適切性等、必要な評価が行われているか。（政・独委評

価の視点） 

 

○ 契約事務手続に係る執行体制や審査体制について整備・執行

等の適切性等必要な評価が行われているか。（政・独委評価の

視点） 

 

○ 「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向け

た具体的取組状況について、必要な評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 

 

○ 「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向け

た具体的取組状況について、必要な評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 

 

 ○ 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成

21年11月17日閣議決定）を受けて設置された、契約監視委員会

の点検・見直しを踏まえた「新たな随意契約見直し計画」の実

施・進捗状況や目標達成に向けた具体的な取組が行われている

か。 

 

○ 個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必

要な検証・評価が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

 

○ 個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必

要な検証・評価が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

 ○  関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直

しを行っているか。 

 

 ○ 医業未収金については、民間競争入札(市場化テスト)を実施

し、債権管理業務において適切な取組が進められているか。 

○ 一般管理費（退職手当を除く）及び事業費（労災病院、医療

リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを除く。）

の効率化について、中期目標を達成することが可能な程度（一

般管理費については毎年度３％程度削減、事業費については毎

年度１％程度削減）に推移しているか。 

○ 一般管理費（退職手当を除く）及び事業費（労災病院、医療

リハビリテーションセンター及び総合せき損センターを除

く。）の効率化について、中期目標を達成することが可能な程

度（一般管理費については毎年度３％程度削減、事業費につい

ては毎年度２％程度削減）に推移しているか。 

 

○ 費用のうち運営費交付金の割合について、中期目標を達成す

ることが可能な程度（毎年度１ポイント程度削減）に推移して

いるか。 

 

○ 医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センター

の運営費交付金の割合については、労災リハビリテーション工

学センター廃止に伴う業務移管によるものを除き、中期目標の

水準を維持するために必要な取組が行われているか。 

 

 ○ 業務改善のための具体的なイニシアティブを把握・分析し、

評価しているか。（政・独委評価の視点） 

 

 ○ 事業費における冗費を点検し、その削減を図っているか。 
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評価シート（１４）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

    

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画  

    

「第３ 業務運営の効率化に関す

る事項」で定めた事項及び次の事項に

配慮した中期計画の予算、収支計画及

び資金計画を作成し、当該計画に基づ

いた運営を行うこと。 

１ 中期目標中「第３ 業務運営の効

率化に関する事項」で定めた効率化

目標及び次の事項を踏まえた予算、

収支計画及び資金計画を作成する。 

１ 中期目標中「第３ 業務運営の効

率化に関する事項」で定めた効率化

目標及び次の事項を踏まえた予算、

収支計画及び資金計画を作成する。

 

    

１ 労災病院においては、勤労者医療

の中核的役割を的確に果たしてい

くため、収支相償を目指してきたこ

れまでの取組を更に前進させ、診療

体制・機能の整備により無理なく自

前収入による機器整備、増改築を行

うことができるような経営基盤の

強化を図るとともに、整理合理化計

画及び勧告の方向性を踏まえ、経済

状況に関する事情を考慮しつつ、平

成２８年度を目途とした繰越欠損

金の解消に向け、投資の効率化、人

件費の適正化その他の必要な措置

を講ずること。 

(１) 労災病院については、新入院患

者の増を図ること等により診療収

入を確保しつつ、人件費の適正化、

物品調達コストの縮減、効果的な

設備投資等による経費の縮減を図

ることにより、計画的に経営を改

善する。 

また、労災病院の保有資産のう

ち、中期目標期間又は前中期目標

期間中において、独立行政法人労

働者健康福祉機構法（平成１４年

法律第１７１号）附則第７条に基

づく資産処分以外の資産処分によ

り生じた収入については、医療の

提供を確実に実施するため、労災

病院の増改築費用等への有効活用

に努める。 

(１) 労災病院については、新入院患

者数の確保、平均在院日数の適正

化、新たな施設基準の取得等によ

る収入の確保、診療報酬の動向等

に対応した人件費の縮減、後発医

薬品の採用拡大、労災病院間の共

同購入等による物品調達コスト

の縮減、高度・専門的医療水準を

維持しつつ稼働率の高い機器を

優先整備すること等により当期

利益の確保に努める。 

また、労災病院の保有資産のう

ち、中期目標期間又は前中期目標

期間中において、独立行政法人労

働者健康福祉機構法（平成１４年

法律第１７１号）附則第７条に基

づく資産処分以外の資産処分によ

り生じた収入については、医療の

提供を確実に実施するため、労災

病院の増改築費用等への有効活用

に努める。 

 

    

２ 労働安全衛生融資については、債

権管理を適切に行い、確実な償還を

行うこと。 

(２) 労働安全衛生融資については、

貸付債権の適切な管理・回収を行

うことにより、確実な償還を行う。 

(２) 労働安全衛生融資については、

貸付債権の適切な管理・回収を行

うことにより、財政投融資への当

年度償還計画を確実に実行する。

また、正常債権の弁済計画に基

づいた年度回収目標額３０３百万

円を回収する。 

 

    

 ２ 予算（人件費の見積もりを含む。） ２ 予算（人件費の見積もりを含む。）  

    

 別紙２のとおり 別紙１のとおり  

    

 ３ 収支計画 ３ 収支計画  
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 別紙３のとおり 別紙２のとおり  

    

 ４ 資金計画 ４ 資金計画  

    

 別紙４のとおり 別紙３のとおり  

    

 

 

  
自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１７）予算、収支計画及び資金計画】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１４）予算、収支計画及び資金計画】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

○ 労働安全衛生融資については、正常債権の弁済計画に基づいた

年度回収目標額４９３百万円を回収すること。 

 

○ 労働安全衛生融資については、正常債権の弁済計画に基づい

た年度回収目標額３０３百万円を回収すること。 

 

○ 労災病院は、中期目標期間中において、収支相償（損益均衡）

を目指すこと。 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 労災病院については、中期目標期間中に計画的に経営改善を

図り収支相償（損益均衡）を目指すため、損益改善目標を策定

し、その目標を実現するために適切な措置を講じたか。また、

その結果、損益が改善したか。 

 

○ 労災病院については、中期目標期間中に計画的に経営改善を

図るため、経営改善目標を策定し、その目標を実現するために

適切な措置を講じたか。また、その結果、世界的な金融危機に

伴う厚生年金基金資産減少等の外的要因を除いた欠損金は、着

実に解消に向っているか。 

 

○ 当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明らかにされて

いるか。また、当期総利益（又は当期総損失）の発生要因の分

析を行った上で、当該要因が法人の業務運営に問題等があるこ

とによるものかを検証し、業務運営に問題等があることが判明

した場合には当該問題等を踏まえた評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 

 

○ 当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明らかにされて

いるか。また、当期総利益（又は当期総損失）の発生要因の分

析を行った上で、当該要因が法人の業務運営に問題等があるこ

とによるものかを検証し、業務運営に問題等があることが判明

した場合には当該問題等を踏まえた評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 

○ 繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の妥当性に

ついて評価されているか。当該計画が策定されていない場合、

未策定の理由の妥当性について検証が行われているか（既に過

年度において繰越欠損金の解消計画が策定されている場合の、

同計画の見直しの必要性又は見直し後の計画の妥当性について

の評価を含む）。 

さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて

評価が行われているか。（政・独委評価の視点） 

○ 繰越欠損金が計上されている場合、その解消計画の妥当性に

ついて評価されているか。当該計画が策定されていない場合、

未策定の理由の妥当性について検証が行われているか（既に過

年度において繰越欠損金の解消計画が策定されている場合の、

同計画の見直しの必要性又は見直し後の計画の妥当性について

の評価を含む）。 

さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて

評価が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 運営費交付金を充当して行う事業（医療リハビリテーション

センター及び総合せき損センター運営業務を除く）については、

中期計画に基づく予算が作成され、当該予算の範囲内で予算が
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執行されているか。 

 

○ 運営費交付金を充当して行う事業（医療リハビリテーション

センター及び総合せき損センター運営業務を除く）に係る予算、

収支計画及び資金計画について、各費目に関して計画と実績の

差異がある場合には、その発生理由が明らかになっており、合

理的なものであるか。 

 

○ 運営費交付金を充当して行う事業（医療リハビリテーション

センター及び総合せき損センター運営業務を除く。）に係る予

算・収支計画及び資金計画が作成・執行され、各費目に関して

計画と実績の差異がある場合には、その発生理由が明らかにな

っており、合理的なものであるか。 

 

○ 運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と業務運営との

関係についての分析を行った上で、当該業務に係る実績評価が

適切に行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と業務運営との

関係についての分析を行った上で、当該業務に係る実績評価が

適切に行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 運営費交付金については収益化基準にしたがって適正に執行

されているか。 

 

○ 運営費交付金については収益化基準にしたがって適正に執行

されているか。 

 

○ 運営費交付金が全額収益化されず債務として残された場合に

は、その理由が明らかになっており、それが合理的なものであ

るか。 

 

○ 運営費交付金が全額収益化されず債務として残された場合に

は、その理由が明らかになっており、それが合理的なものであ

るか。 

 

○ 労働安全衛生融資については、計画どおりに財政投融資への

償還が行われているか。 

 

 

○ 回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価

に際し、ⅰ）貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付

金等残高に占める割合が増加している場合、ⅱ）計画と実績に

差がある場合の要因分析を行っているか。（政・独委評価の視

点） 

 

○ 回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評価

に際し、ⅰ）貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やその貸付

金等残高に占める割合が増加している場合、ⅱ）計画と実績に

差がある場合の要因分析を行っているか。（政・独委評価の視

点） 

 

○ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されてい

るか。回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性に

ついての検証が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されてい

るか。回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性に

ついての検証が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行

われているか。（政・独委評価の視点） 

 

○ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行

われているか。（政・独委評価の視点） 
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評価シート（１５）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

 第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額  

    

 １ 限度額 １ 限度額  

    

 ４，０３８百万円（運営費交付金

年間支出の１２分の３を計上） 

４，０３８百万円（運営費交付金

年間支出の１２分の３を計上） 

 

    

 ２ 想定される理由 ２ 想定される理由  

    

 運営費交付金の受入の遅延によ

る資金不足等 

運営費交付金の受入の遅延によ

る資金不足等 

 

    

 第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その計画 

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その計画

 

    

 「第２ 業務運営の効率化に関

する目標を達成するためにとるべ

き措置」の「４ 保有資産の見直し」

に基づき、次のア及びイに掲げる保

有資産を速やかに処分するため、売

却業務を民間等に委託するなど具

体的方策を講じ、中期目標期間の最

終年度までに処分が完了するよう

努める。 

中期計画に掲げる重要な財産の

処分に当たり、平成２１年度は売却

する財産を選定するとともに、翌年

度以降の処分に向け、土地、建物の

測量・登記及び不動産鑑定評価を実

施する。 

 

    

 ア 病院   

    

 青森労災病院付添者宿泊施

設、岩手労災病院職員宿舎、岩

手労災病院付添者宿泊施設、東

京労災病院職員宿舎、旭労災病

院職員宿舎、和歌山労災病院移

転後跡地、関西労災病院職員宿

舎跡地、九州労災病院移転後跡

地、九州労災病院門司メディカ

ルセンター職員宿舎、霧島温泉

労災病院、霧島温泉労災病院職

員宿舎、福井総合病院労災委託

病棟 

  

    

 イ 病院以外の施設   

    

 労災リハビリテーション北

海道作業所、労災リハビリテー

ション北海道作業所職員宿舎、
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労災リハビリテーション広島

作業所、水上荘、恵那荘、別府

湯のもりパレス 

    

 第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途  

    

 本中期目標期間中に生じた剰余

金については、労災病院においては

施設・設備の整備、その他の業務に

おいては労働者の健康の保持増進

に関する業務の充実に充当する。 

労災病院においては施設・設備の

整備、その他の業務においては労働

者の健康の保持増進に関する業務

の充実に充当する。 

 

    

    

 

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（１８）短期借入金等】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

【評価項目（１５）短期借入金等】 

 

 

［数値目標］ 

 

 

［数値目標］ 

 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

○ 「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日

閣議決定）で処分等することとされた資産についての処分等の

取組状況が明らかにされているか。その上で取組状況や進捗状

況等についての評価が行われているか。（政・独委評価の視点） 

○ 「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日

閣議決定）で処分等とすることとされた資産及び、「保有資産

の見直し」により新たに処分等とされた資産についても着実に

処分されてきているか。また、処分等の取組状況や進捗状況等

についての評価が行われているか。（政・独委評価の視点） 

 

 

○ 固定資産等の活用状況等についての評価が行われているか。

活用状況等が不十分な場合は、その原因の妥当性や有効活用又

は処分等の法人の取組についての評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 

 

○ 固定資産等の活用状況等についての評価が行われているか。

活用状況等が不十分な場合は、その原因の妥当性や有効活用又

は処分等の法人の取組についての評価が行われているか。

（政・独委評価の視点） 
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評価シート（１６）    
中 期 目 標 中 期 計 画 ２１ 年 度 計 画 ２１年度業務実績 

 第７ その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

第７ その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

 

    

 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画  

    

 (１) 運営費交付金を充当して行う事

業に係る常勤職員については、業務

の簡素化、効率化等により、その職

員数の抑制を図る。 

運営費交付金を充当して行う事

業に係る常勤職員については、期

首の職員数（７２０人）以内とす

る。 

 

    

 (２) 人材の有効活用と職員の能力向

上を図るため、施設間の人事交流を

推進する。 

  

    

 ２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画  

    

 (１) 労災病院に係る計画 (１) 労災病院に係る計画  

    

 中期目標期間中に整備する労災

病院の施設・設備については、別

紙５のとおりとする。 

勤労者医療の中核的役割を効果

的かつ効率的に担うため、前年度

に引き続き浜松労災病院、和歌山

労災病院及び九州労災病院の施設

整備を進める。 

 

    

 (２) 労災病院以外の施設に係る計画 (２) 労災病院以外の施設に係る計画  

    

 労災病院以外の施設について、

施設整備費補助金により施設整備

を図る。 

労災病院以外の施設について、

施設整備費補助金により施設整備

を図る。 

 

    

 ア 施設名 ア 施設名  

    

 総合せき損センター、千葉労

災看護専門学校、岡山労災看護

専門学校、熊本労災看護専門学

校 

総合せき損センター、千葉労

災看護専門学校、熊本労災看護

専門学校 

 

    

 イ 予定額 イ 予定額  

    

 総額 １４，３１０百万円

（特殊営繕、機器等整備を含

む。） 

 

総額 ２，７４７百万円（特

殊営繕、機器等整備を含む。）

 

第５ その他業務運営に関する重要事

項 

第８ その他業務運営に関する重要事

項 

第８ その他業務運営に関する重要事

項 
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整理合理化計画及び勧告の方向

性を踏まえ、次のことについて計画

的に取り組むこと。 

   

    

１ 労災リハビリテーション工学セ

ンター及び海外勤務健康管理セン

ターの廃止 

１ 労災リハビリテーション工学セ

ンター及び海外勤務健康管理セン

ターの廃止 

１ 労災リハビリテーション工学セ

ンター及び海外勤務健康管理セン

ターの廃止 

 

    

労災リハビリテーション工学セ

ンターについては、せき損患者に対

する日常生活支援機器の研究開発

機能を、医療リハビリテーションセ

ンター及び総合せき損センターの

各工学部門に移管した上で、廃止す

ること。 

(１) 労災リハビリテーション工学セ

ンターについては、せき損患者に

対する日常生活支援機器の研究開

発機能を、医療リハビリテーショ

ンセンター及び総合せき損センタ

ーの各工学部門に移管した上で、

平成２１年度末までに廃止する。 

(１) 労災リハビリテーション工学セ

ンターについては、せき損患者に

対する日常生活支援機器に係る研

究開発機能について医療リハビリ

テーションセンター及び総合せき

損センターの各工学部門への移管

を進めるとともに、労災リハビリ

テーション工学センター廃止に向

けた業務を的確かつ計画的に進め

ることにより、平成２１年度末ま

でに廃止する。 

 

    

また、海外勤務健康管理センター

については、利用状況や同様の業務

が他の実施主体により実施されて

いること等を踏まえ、廃止するこ

と。 

(２) 海外勤務健康管理センターにつ

いては、平成２１年度末までに廃

止する。 

(２) 海外勤務健康管理センターにつ

いては、これまで積み上げてきた

知見の活用が図られるよう、以下

の取組を行いつつ、平成２１年度

末までに廃止する。 

 

ア 研修については、これまでの

資料等を整理し、他の機関にお

いても活用できるよう取りまと

める。 

イ 海外医療情報は、継続的に情

報提供が維持可能な機関への移

管に努める。 

ウ ＦＡＸ・メール相談は、他の

機関においても活用できるよう

事例集として取りまとめる。 

エ 海外勤務者の健康管理に関

する研究についての成果物を作

成するとともに、他の機関でも

利用できるよう研究データベー

スの整備を行う。 

 

    

２ 労災リハビリテーション作業所

の縮小・廃止 

２ 労災リハビリテーション作業所

の縮小・廃止 

２ 労災リハビリテーション作業所

の縮小・廃止 

 

労災リハビリテーション作業所に

ついては、新規入所者数の減少、在

労災リハビリテーション作業所

については、在所年齢の上限の徹底

労災リハリビテーション作業所

については、平成２１年４月から在
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所者の長期滞留化・高齢化が進んで

おり、社会復帰までの通過型施設と

しての機能の発揮が困難になってい

ることから、国の関連施策と連携し、

在所者の退所先の確保を図りつつ、

縮小・廃止すること。 

等を図るとともに、国の関連施策と

連携し、在所者の意向の把握、退所

先の確保を図りつつ、縮小・廃止す

る。 

所年齢の上限を設定し、その定着を

図るとともに、高齢在所者につい

て、退所先の確保を図りつつ、強力

かつきめ細かな退所勧奨に取り組

む。 

    

  自己評定  評価項目○ 評  定  

   

評 価 の 視 点 等（現行）（第１期） 

【評価項目（７）高度・専門的医療の提供】 

【評価項目（１０）健康診断施設の運営】 

【評価項目（１９）人事・施設・設備に関する計画】 

評 価 の 視 点 等（案）（第２期） 

 

【評価項目（１６）人事・施設・設備に関する計画等】 

 

 

［数値目標］ 

 

［数値目標］ 

 

 

○ 運営費交付金を充当して行う事業に係る常勤職員について

は、その職員数を、中期目標期間最終年度において７２０人と

し、平成２０年度においては、前年度職員数を２５人削減し、

７２０人以内とすること 

 

  

○ 海外派遣労働者に対する健康診断や派遣企業の安全衛生担当

者に対する講習会への参加等の海外勤務健康管理センターの利

用者を、中期目標期間中において６万５千人以上、うち平成２

０年度において１万３千１百人以上確保すること。 

 

  

○ 海外勤務健康管理センター利用者については、海外派遣労働

者の健康管理に有用であった旨の評価を８０％以上確保するこ

と。 

 

 

○ 長期海外赴任者の生活習慣病及びメンタルヘルス不全等に関

する調査研究の成果をホームページで提供し、中期目標期間中

においてはアクセス件数を９万件以上、うち平成２０年度にお

いては、３万５千件以上のアクセスを得ること。 

 

 

○ 海外に在留する邦人労働者に対する海外巡回健康相談が、健

康管理に有用であった旨の評価を８０％以上得ること。 

 

 

 

［評価の視点］ 

 

［評価の視点］ 

 

 

○ 運営費交付金を充当して行う事業に係る常勤職員数について

は、「年度別削減計画」が策定され、これに基づき削減されて

いるか。 

 

 

 

 

 ○ 国家公務員の再就職者のポストの見直しを図っているか。特

に、役員ポストの公募や、平成２１年度末までに廃止するよう
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指導されている嘱託ポストの廃止等は適切に行われたか。 

 

 ○ 独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポストの見直しを

図っているか。 

 

○ 施設整備に関する計画が順調に推移しているか。 

 

○ 施設整備に関する計画が順調に推移しているか。 

 

 ○ 「整理合理化計画等」（平成１９年１２月２４日閣議決定）

を踏まえ、労災リハビリテーション作業所については、在所者

の退所先の確保を図りつつ、縮小・廃止に計画的に取り組んで

いるか。 

 

 

 ○ 労災リハビリテーション工学センターについては、せき損患

者に対する日常生活支援機器に係る研究開発機能について医療

リハビリテーションセンター及び総合せき損センターの各工学

部門への移管を進めるとともに、労災リハビリテーション工学

センター廃止に向けた業務を的確かつ計画的に進めることによ

り、平成２１年度末までに廃止したか。 

 

 ○  海外勤務健康管理センターについては、これまで積み上げてき

た知見の活用が図られるよう、以下の取組を行いつつ、平成２１

年度末までに廃止したか。 

（ア）研修については、これまでの資料等を整理し、他の機関に

おいても活用できるよう取りまとめる。 

（イ）海外医療情報は、継続的に情報提供が維持可能な機関への

移管に努める。 

（ウ）ＦＡＸ・メール相談は、他の機関においても活用できるよ

う事例集として取りまとめる。 

（エ）海外勤務者の健康管理に関する研究についての成果物を

作成するとともに、他の機関でも利用できるよう研究デー

タベースの整備を行う。 

 

○ 利用者の利便性に立ったパンフレットなどにより周知、広報

活動が行われたか。 

 

 

○ 施設利用者が１万３千１百人以上確保されたか。 

 

 

○ 施設利用について有用であった旨の評価を８０％以上得られ

たか。 

 

 

○ 満足度調査において提出された意見を検討し、業務の改善に

反映されたか。（政・独委評価の視点事項と同様） 

 

 

○ 長期海外赴任者の生活習慣病及びメンタルヘルス不全等につ

いての調査研究が順調に推移しているか。 

 

 



 

- 57 - 

○ これまでの研究成果をホームページで情報提供を行い、３万

５千件以上のアクセスが得られたか。 

 

 

○ 海外巡回健康相談が必要な国、都市において計画どおりに相

談が実施されたか。 

 

 

○ 海外巡回健康相談時に実施した満足度調査において、健康管

理に有用であった旨の評価を８０％以上得られたか。 

 

 

○ 満足度調査、ニーズ調査の結果に基づき、翌年度の海外巡回

健康相談について改善策の検討及び派遣対象地域の見直しが行

われたか。（政・独委評価の視点事項と同様） 

 

 

○ 海外の医療機関等の医師、看護師等を対象とした研修及び交

流が実施されたか。 

 

○ 研修効果の評価等に基づき、次回研修の改善について検討が

行われたか。 

 

 

○ 工学技術を用いた義肢装具等の研究・開発に関し、その成果

をリハビリテーションに活用しているか。 

 

 

 

 


